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序     文 
 

本プロジェクト対象地であるシエラレオネ共和国カンビア県は、人口約27万人のほとんどが農

業に従事し、1980年代までコメの輸出国としての同国経済を支えたコメの大生産地である。だが

同県では、1991年から2001年まで続いた内戦により備蓄庫や精米所、研究所などの農業関連施設

が破壊されたり、一時期は農民が農地を離れざるを得ない状況が続いた。そのため、生産高は内

戦前に程遠く、ポテンシャルを有しながら食糧自給の確立はおろか、主食のコメの54％を輸入米

で賄っている。 

このような背景の下、シエラレオネ共和国政府は、同県における農業技術支援体制を強化し、

稲作を中心に食糧増産をめざす技術協力プロジェクトをわが国に対し要請した。これを受けて独

立行政法人国際協力機構（JICA）は、2006 年 2 月から 3 年間の予定で、技術協力プロジェクト

「カンビア県農業強化支援プロジェクト」を開始した。 

その後、同プロジェクトは両国関係者の協力により、おおむね順調に進捗し、プロジェクト終

了まで約 3 カ月を残すばかりとなったため、協力期間中の活動実績を総合的に評価するとともに、

プロジェクト終了までの運営方針及び終了後のシエラレオネ共和国政府による成果の継続に向け

た提言を行うことを目的として、2008 年 11 ～12 月に終了時評価調査団を派遣し、シエラレオ

ネ共和国側評価チームと合同でプロジェクト活動の最終評価を実施した。本報告書は同調査結果

を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの展開に、さらに類似のプロジェクトに活用さ

れることを願うものである。 

最後に、本調査にご協力を頂いた内外関係者の方々に深い謝意を表すとともに、引き続き一層

のご支援をお願いする次第である。 

 

平成20年12月 

 

 

独立行政法人国際協力機構 
ガーナ事務所長 山内 邦裕 
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プロジェクト位置図 
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MAFFS-K でのインタビュー風景 RARC での協議風景 

プロジェクトサイトでのインタビュー風景 パイロット圃場での視察風景 

収穫前のパイロット圃場（Macoth） ミニッツ署名後 
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評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：シエラレオネ共和国 案件名：カンビア県農業強化支援プロジェクト

分野：農業一般 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICA ガーナ事務所 協力金額：3 億 5,000 万円 

協力期間 （R/D）：2006 年 2 月 1 日～2009 年 
3 月 31 日 

先方関係機関：農業森林食糧安全保障省

（MAFFS）、ロクープル農業研

究所（RARC） 

１－１ 協力の背景と概要 

アフリカ西部の熱帯雨林気候帯にあるシエラレオネ共和国（以下、「シエラレオネ」と記す）

は、豊富な雨量・日射量に恵まれ、稲作のほかキャッサバやラッカセイ、サツマイモなど多く

の作物栽培が可能である。本プロジェクト対象地であるカンビア県は、人口約 27 万人のほとん

どが農業に従事し、1980 年代まではコメの輸出国としての同国経済を支えたコメの大生産地で

あった。しかし、1991 年からの内戦により備蓄庫や精米所、研究所などの農業関連施設は破壊

され、農民が農地を離れざるを得ない状況が続いた結果、現在のコメの生産高は内戦前には程

遠い状況にある。 
かかる状況を踏まえ、同県における農業技術支援体制を強化し、稲作を中心に食糧増産をめ

ざす技術協力の要請が農業森林食糧安全保障省（Ministry of Agriculture, Forestry and Food 
Security：MAFFS）から上げられた。これを受けて、JICA は 2006 年 2 月より技術協力プロジェ

クト｢カンビア県農業強化支援プロジェクト｣を 3 年間の予定で開始した。本プロジェクトは、

内陸低湿地や丘陵地、マングローブ湿地など、カンビア県の 5 つの農業生態系に即した稲作中

心の農業技術パッケージを確立し、その普及の方策を示す農業技術支援ガイドラインを策定す

ることを目標としている。 
現在まで、カウンターパート機関〔MAFFS カンビア事務所（MAFFS-K）、ロクープル農業研

究所（Rokupr Agricultural Research Center：RARC、旧ロクープル稲研究所（RRS-R）〕とともに

県内の 9 サイトで、圃場耕起（時期、回数）、育苗（播種量、苗代面積、育苗期間）、栽植（時

期、密度）、除草、施肥（無施肥も含め量と種類、時期）、優良種子の使用、水コントロールか

ら成る総合的な稲作技術の実証を行うとともに、2 サイトで裏作となる野菜栽培技術の実証を実

施している。 
 
１－２ 協力内容 

シエラレオネ国カンビア県において、対象地特有の 5 つの農業生態系に即した稲作中心の技

術パッケージを確立し、その面的展開を方策、農業技術支援施策を明らかにした農業技術支援

ガイドラインの策定をめざす。 
 
（1）上位目標 

カンビア県における食用作物の生産性の向上を通じた食糧安全保障への貢献 
 



（2）プロジェクト目標 
カンビア県において農民向け農業支援体制が強化される。 

 
（3）成 果 

成果 1：MAFFS-K の農業普及体制の整備改善 
成果 2：生産性向上のための農業技術パッケージが作成される。 
成果 3：農民向け農業技術支援ガイドラインが作成される。 

 
（4）投入（評価時点）         

日本側：総投入額：3 億 5,000 万円 
専門家派遣：9 名            機材供与：27 万 9,396 米ドル 
ローカルコスト負担：3,420 万 8,000 円  研修員受入れ：1 名 

相手国側： 
カウンターパート配置：24 名      土地・施設提供：プロジェクト事務所 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 （担当分野：氏名  所属） 
（1）日本側評価団員 
総括：    熊谷 真人  JICA ガーナ事務所 次長 
農業技術①： 大塚 正明  JICA 国際協力客員専門員 
農業技術②： 坂上 潤一  国際農林水産業研究センター（JIRCAS） 
評価分析①： 新谷 彰   株式会社三祐コンサルタンツ 
評価分析②： 冨澤 聖子  JICA ガーナ事務所 在外専門調整員 
評価監理：  宇井 望   JICA 農村開発部 乾燥畑作地帯第二課職員 
評価計画：  加藤 満広  JICA ガーナ事務所 企画調査員 
（2）シエラレオネ側評価団員 
評価分析：  Mr. Joseph S Bangura MAFFS 評価モニタリング局 副局長 
普及：    Mr. Ben A Massaquoi  MAFFS 普及コーディネーター 
 

調査期間 2008 年 11 月 15 日～2008 年 12 月 7 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成果の達成状況 
成果 1：MAFS-K（農業食糧安全保障省カンビア県事務所、現 MAFFS-K）の農業普及体制の

整備改善 
以下のとおり、MAFFS-K 事務所の農業普及体制は整備改善された。 
・MAFFS-K に対してバイク 24 台、パソコン 4 台、プリンター2 台、オフィス家具一式及

び技術書一式等の供与を行い、また発電機 1 台の貸与と事務所の電化等を行ったことに

より、MAFFS-K では農業普及業務に必要な資機材が整備された。 



・カンビア県内において 134 村 1,995 人を無作為抽出し、農村社会経済に関するベースラ

イン調査を実施したほか、同県内における農業機械調査や市場調査等も実施されたこと

により、今まで不足していた県内の農業に関する基礎情報が蓄積された。 
・MAFFS-K の普及員 15 人〔専門技術員（Subject Matter Specialist：SMS）5 人、地域担当

普及員（ Block Extension Supervisor： BES） 3 人、前線普及員（ Frontline Extension 
Worker：FEW）7 人〕に対する研修が 2008 年 5 月から 11 月末までに 17 回実施され、通

算 233 人･日が受講した。また、SMS1 人（作物部部長）が 2008 年 7 月から 11 月まで陸

稲栽培に関する研修を日本で受講した。 
 

成果 2：生産性向上のための農業技術パッケージが作成される。 
以下のとおり、農業技術パッケージがプロジェクト終了時までに作成される見込みであ

る。 
・県内にある 5 つの農業生態系に対応したコメの栽培マニュアル及び野菜（トウガラシ、

ナス、スイカ）の栽培マニュアルが、プロジェクト終了時までに作成される見込みであ

る。 
・7 つのパイロット事業地区に籾摺り精米機、脱穀機、とうみ、収穫後処理機械格納庫が導

入された。これらの維持管理マニュアルは、機材のメーカー（国内の FINIC 社）の協力

により供給された。 
・2006 年、ロクープル農業研究所（RARC）の技術パッケージを用いてプレ･パイロットプ

ロジェクトを実施した。2007 年、同パッケージを基にプロジェクトは農業技術パッケー

ジ（案）を作成し、パイロット･プロジェクト（Pilot Project：PP）を実施した。2008 年

に入り、再度 PP を実施して収益性の検証を行っており、プロジェクト終了時までに同パ

ッケージ（案）は最終化される見込みである。 
 

成果 3：農民向け農業技術支援ガイドラインが作成される。 
農業技術パッケージの普及方法を示した農業技術支援ガイドラインが、プロジェクト終了

時までに作成される見込みである。 
 

（2）プロジェクト目標の達成状況 
プロジェクト目標：カンビア県において農民向け農業支援体制が強化される。 

以下のとおり、プロジェクト終了時までに達成される見込みである。 
・MAFFS-K では普及に必要な資機材が整備され、カンビア県における農村社会経済、農業

機械及び市場等に関する基礎情報が収集・蓄積された。 
・普及員の能力は、PP とパイロット･トライアル（Pilot Trial：PT）を通じた技術移転と、

研修の受講により向上しつつあることからも、MAFFS-K の技術普及体制は改善されたと

判断される。 
・PP と PT の結果を踏まえて、県内にある 5 つの農業生態系に対応した農業技術パッケー

ジ、及びその普及方法が示された農業技術支援ガイドラインを作成中で、プロジェクト

終了時までには完成する見込みである。 



３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 
以下の理由から、本プロジェクトの妥当性は非常に高いと判断される。 

・Agricultural Development Strategy of 2004 及び Development in the Agricultural Sector 2003-
2005 では、シエラレオネ政府は 2007 年までの食糧自給自足をめざしている。 

・カンビア県では住民の多くが農業に従事しており、食用作物の増産は最も重要な課題の

ひとつである。 
・わが国には長年にわたる稲作技術の蓄積、及び稲作分野における援助経験の蓄積があ

り、これが比較優位となっている。 
・わが国の対シエラレオネ経済協力方針では、重点協力課題の 1 つに地方農村開発が挙げ

られており、重点地域としてカンビア県に対する支援を展開することとしている。 
・PP では 7 つの村落を選択したが、これにより県内の 5 つの農業生態系を網羅することが

でき、各農業生態系に対応した農業技術パッケージの検証を行うことができた。 
・PP 及び PT に参加したグループの男女比は適正であったと考えられる。肉体労働が多い

PP のグループでは男性 7～8 人と女性 2～3 人、肉体労働が少ない PT のグループでは女

性 10 人と男性 3 人で構成されていた。 
 
（2）有効性 

以下の理由から、本プロジェクトの有効性は高いと判断される。 
・MAFFS-K の農業普及体制は既に整備改善されている（成果 1）。また、農業技術パッケ

ージ（成果 2）及び農業技術支援ガイドライン（成果 3）はプロジェクト終了時までに作

成される見込みである。これらの結果、カンビア県における農民向け農業支援体制は強

化され、プロジェクト目標は達成される見込みである。 
・質問票及び聞き取り調査によると、多くの普及員と農民は、農業技術パッケージの技術

を有益だと考えており、プロジェクトの終了後も広く活用されることが期待できる。 
・プロジェクトにより導入された技術は低投入で簡単なため、農民にとって受け入れやす

いものであった。また、技術の指導と同時に最低限の資機材を供給したことは、彼らの

技術習得に相乗効果を与えた。 
 
（3）効率性 

以下の理由から、本プロジェクトの効率性はおおむね高いと判断される。 
・プロジェクトの前まで MAFFS-K は普及に必要な資機材をほとんど所有していなかっ

た。そのため、プロジェクトが購入したバイク、車両、発電機、オフィス家具、技術書

等は、MAFFS-K の普及能力を高めるために大いに貢献した。一方で、バイクがプロジェ

クト以外の目的に使用されるなどの問題もあった。 
・専門家の人数と専門性については、カウンターパートの満足度は高く適切であったと判

断される。一方、派遣期間については、MAFFS-K 及び農民からは短過ぎるとの意見があ

る一方で、MAFFS 本省では長過ぎるとの意見もあった。また渡航回数が多く渡航に要し

た日数は 3 年間で相当な日数となり、現地滞在日数が限られるなか非効率的であった。 



・MAFFS-K では主なカウンターパートとして SMS5 名、BES3 名、FEW7 名が配置され

た。パイロット事業を実施するにあたり十分な人数ではあったが、作物栽培の専門知識

をもつ人材の割合が少ないことが、技術移転及び PP や PT の実施に支障を与えた。 
・MAFFS 側からローカルコストが一切負担されず、JICA 側が全面的に負担した。 

 
（4）インパクト 

プロジェクト実施により以下のインパクトが確認されている。 
・PP 及び PT に参加した農民の全員が、導入された技術を自宅の田畑で試行しており、そ

の結果、多くの農民が収量の増加や品質の向上を確認している。 
・PP または PT を実施した Robennah 村、Sabuya 村及び Makatick 村の農民グループは、収

穫後処理機械の運営または野菜販売から得た収入を用いて、マイクロクレジットの運用

を開始している。 
・上記のとおりプロジェクトで導入された技術は既に試行され、効果が確認されており、

低投入で適用可能な技術が農民間に普及され続けることにより将来の自給自足の達成へ

の寄与が期待される。ただ、それにあたっては、外部も含めた普及人員の確保、普及員

の能力強化、普及に係る予算の確保等の普及体制の強化が必要である。 
 
（5）自立発展性 

今後もプロジェクトによる効果を持続的にするためには、いくつかの重要な課題が残ってい

る。以下に自立発展性にかかわる重要な項目を記す。 
・MAFFS-K の農業技術支援能力は向上したといえる。しかし、この状態を今後も維持するに

は、MAFFS-K の普及部門における予算と人材の確保が重要である。なお、MAFFS 本省で

は普及部門を Unit から Division に格上げする予定であるが、このことが MAFFS-K の予算

と人材の確保に多少の影響を与えるものと期待できる。 
・プロジェクトが作成している技術パッケージやガイドラインは、MAFFS 本省及び MAFFS-

K にとって最初の技術指針となる。今後、これらが有効に活用され、職員の継続的な技術

向上に役立つことが期待される。 
・技術パッケージでは、農民に容易に受け入れられるための、低投入で簡単な技術の確立を

めざしている。PP または PT に参加した農民は、既にこれらの技術を導入しているだけで

なく、自発的に農民間普及も開始している。 
・現在同国における農業開発戦略は策定中であるが、今後このなかで食用作物増産や食糧安

全保障の達成の方策、及び農業技術普及の位置づけ等が明確になり、関係者間での目的意

識の共有がなされることが重要である。 
 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 
2007 年 8 月に誕生したコロマ新大統領は、上位計画として農業振興を掲げており、本プロジ

ェクトはシエラレオネ政府の基本政策と整合性があり、国のニーズにも合致している。さら

に、カンビア県における農業分野、特に稲作分野への支援については他のドナーの援助が少な



いことや、わが国のアジアにおける稲作経験が比較優位となっている。 
 

（2）実施プロセスに関すること 
県レベルでは、2006 年度後半より専門家とカウンターパートが参加する定例会議を毎週 1 回

開催し、日常業務の意思決定を行った。国レベルでは、年 2 回のステアリング･コミッティ開催

により関係者との意思疎通を図った。 
本プロジェクトでは、普及員の人数不足を補い効率的に普及を行うため、ラジオ放送による

普及を試みた。対象地域の世帯におけるラジオ所有率は約 70％と高いことや、インタビュー調

査では対象農民の全員がこの放送を聞いていたと答えていることからも、この普及方法の導入

は、大きなインパクトの可能性を秘めていると考えられる。 
またプレ・パイロット・プロジェクトを実施し RARC の既存の技術パッケージの有効性を検

証したことにより肥料の大量投入が非現実的であることが確認され、その後農民に適用可能な

低投入の技術パッケージを検討していくうえで有効であった。 
 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 
プロジェクトの開始後、MAFFS 本省の実施体制や実施能力の現状を確認した結果、当初の想

定以上に内戦の被害を受けており、施設の荒廃、予算不足による移動手段の欠如、職員の高齢

化や給与遅配によるモチベーションの低さ等、実施体制が極めて脆弱であることから、当初の

プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）どおりに進めることは

困難であることが判明した。プロジェクトは PDM の変更を提案し、2008 年 2 月のステアリン

グ・コミッティで承認された。 
 

（2）実施プロセスに関すること 
MAFFS 本部に委託していたベースライン調査の入力と集計にミスがあり、全面的なチェック

を行った結果、ベースライン調査報告書の作成が大幅に遅れた。これに伴い、パイロット事業

の開始時期も遅れることとなった。 
実施体制における問題点として、MAFFS 側の体制が不明瞭なままプロジェクトが実施された

ことが挙げられる。例えば、各専門家に対して個別のカウンターパートが配置されず、プロジ

ェクトマネジャーである MAFFS-K 所長（District Director of Agriculture：DDA）の役割も不明瞭

であった。 
また、MAFFS-K では人材や予算の面での実施体制が脆弱であり、プロジェクトの活動に必要

な資機材も不足していた。そのため、日本側による資機材の購入やローカルコストの負担が多

くなっている。 
 

３－５ 結 論 

本プロジェクトはおおむね計画どおり実施され、MAFFS-K の農業普及体制の強化が達成され

た。また、農業技術パッケージと農業支援技術ガイドラインの作成はプロジェクト終了時まで

に終了する見込みである。これらの結果、カンビア県における農業技術支援体制は、プロジェ



クト終了時までに計画どおりに強化されると見込まれる。 
 評価 5 項目の視点から、「妥当性」は非常に高く「有効性」も高いと判断された。また、「効

率性」もおおむね高く、いくつかの「インパクト」も確認された。例えば、専門家チームから

の日常の技術移転及び研修の実施によりカウンターパートやモデル農家の能力は向上し、今後

も自分たちで同様な活動を継続するだけの技術を身につけた。加えて、新たな農民グループの

形成も確認されているほか、収穫後処理機械や野菜栽培から得た収入を元手に、マイクロファ

イナンスの活動を開始している農民グループも出始めている。しかし、「自立発展性」を高める

ためには、いくつかの課題が残っている。こうした効果を持続的なものとするためには、プロ

ジェクトの活動がシエラレオネ政府に引き継がれ、MAFFS-K に十分な予算と人材を配置される

ことが重要である。  
 以上のように、PDM（第 2 版）に示された本プロジェクトの目標は終了時までに達成される

見込みであり、本プロジェクトは当初の計画どおり 2009 年 3 月に終了する。 
 

３－６ 提 言 

（1）シエラレオネ側のオーナーシップの改善 
本プロジェクトでは、シエラレオネ側からの人材と予算の割り当てが不十分であり、このこ

とが活動の円滑な実施の支障となった。JICA とシエラレオネ側との対話も行われてきたが、相

互理解を深めるには至らなかった。したがって、JICA とシエラレオネ側は今後も対話を継続

し、シエラレオネ側のプロジェクト運営への参加や予算措置の促進等の対策を講じ、MAFFS の

農業支援体制を自立的かつ持続的なものとすることが望まれる。 
 
（2）ロクープル農業研究所（RARC）の参加 

研究部門と普及部門との協力を強化し、より適切な農業技術を普及させるためには、今後は

RARC の参加が不可欠である。しかしながら、そのためには RARC の施設改修の実施や、戦

略・プログラムに基づいた研究活動への予算措置が必要である。したがって、シエラレオネ政

府による RARC の能力強化とともに、RARC と JICA との間で作物栽培に関する研究の協力体

制の構築が望まれる。 
 
（3）適切な管理体制 

JICA により供与された機材のうち、バイク等のいくつかは適切な管理がなされず、盗難に遭

ったりプロジェクト以外の用途に用いられたり等の問題が生じた。また、盗難に遭った発電機

については、その後の警察による捜査の進捗状況が JICA に知らされていない。シエラレオネ側

はこれらの問題に対して迅速に対処し、プロジェクトの円滑かつ持続的な実施に努め、運営管

理への責任をもつことが望まれる。 
 

（4）乾期の野菜栽培 
乾期における女性による野菜栽培は、商品作物としての可能性が高く、食糧安全保障だけで

なく女性のエンパワーメントや生計改善にも効果的である。したがって、MAFFS は主食である

コメの推進と同時に、野菜や他の商品作物の推進を今後も実施していくことが望まれる。 



（5）他の関連機関との連携 
PP 及び PT に参加した農民は、導入された技術の重要性をよく認識しており、彼ら自身の田

畑でも学んだ技術の実践を開始している。本プロジェクトで作成される農業技術パッケージが

広く普及されるためには、MAFFS は農民の能力向上に関する活動を行っている他機関との協力

を推進することが望まれる。 
 
３－７ 教 訓 

（1）他の機関との連携 
 当初の予定では技術パッケージの研修を他機関の関係者に対して行う予定であったが、想定

していた他機関の活動が行われていなかったり当プロジェクトの開始後すぐに終了する等の問

題が生じたため実施できなかった。他機関との連携にあたっては、プロジェクト実施前に十分

に情報を収集し計画を策定する必要がある。 
 
（2）紛争後の復興段階における技術協力の実施に係る問題点 
 復興支援段階においてはプロジェクトの迅速な立案及び実施が重要であるものの、それに際

しては先方との十分な協議及び必要最低限の調査が必要である。特に JICA は他ドナーと協力条

件が異なることが多いため、先方政府の十分な理解を得たうえで必要な協力を求めることが肝

要である。 
 
３－８ フォローアップ状況 

 特になし 
 

 



Summary 
 

I. Outline of the Project 

Country：The Republic of Sierra Leone Project title：The Agricultural Development Project 
in Kambia in the Republic of Sierra Leone 

Issue/Sector：Agriculture Cooperation scheme：Technical Cooperation 

Division in charge：JICA Ghana Office Total cost：350,259 thousand yen 
Share of Japan’s Contribution: 100 % 

Partner Country’s Implementing Organization：
Ministry of Agriculture, Forestry and Food Security, 
and 
Rokupr Agricultural Research Center 

Period of 
Cooperation 

(R/D): 01/022006～31/03/2009
 

Supporting Organization in Japan：  

Related Cooperation 
Project： 

Children and Youth Development Project in Kambia District 
Establishment of Water Supply Management System in Kambia District 
Integrated Project for Rural Health Improvement 

1 Background of the Project 
In the Republic of Sierra Leone, agriculture is key industry which accounts for 45.0 percent of 
GDP. The main staple crop is rice and it is cultivated by most small-scale farmers. The annual per 
capita consumption is estimated at about 104 kg. However, production of food crops concentrating
on rice as staple food has been halved compared to pre-civil war time and the reduction in food 
supply has increased the number of population suffering from food shortage. Rice production is also 
constrained by several factors including the widespread use of traditional rice varieties whose grain 
yields are usually low. Therefore, the promotion of food security through strengthening of the 
agricultural sector is prioritized as one of the three pillars of poverty reduction strategy in the 
Sierra Leone Poverty Reduction Strategy Paper (SL-PRSP) in March 2005. 
Considering these backgrounds, the Governments of Sierra Leone (GoSL) and the Government of 
Japan (GoJ) had agreed to launch a new technical cooperation project titled “the Agricultural 
Development Project in Kambia in the Republic of Sierra Leone” in November 2005. Since Japan 
International Cooperation Agency (JICA) officially started the Project on March 2006, JICA Project 
Team has been implementing activities in cooperation with Ministry of Agriculture, Forestry and 
Food Security (MAFFS) and Rice Research Station at Rokupr (RRS-R) in the district. The project 
will terminate in March 2009. 
 
2 Project Overview 
The project tries to formulate agricultural technical package of rice and other crops for five agro-
ecological zones in Kambia District and technical support guideline for the implementation of the 
package. 



(1) Overall Goal 
Productivity of food crops for self-sufficiency thereby contributing to food security in Kambia 
district is improved 
 
(2) Project Purpose 
Agricultural technical support system in Kambia district is strengthened 
 
(3) Outputs 
1. Agricultural support system of MAFFS-K is improved 
2. Agricultural technical package to improve agricul¬tural productivity is formulated 
3. Agricultural technical support guidelines for farmers is developed 
 
(4) Inputs 

Japanese side：(Total 350,259 (thousand) Yen) 
Expert: 9    Equipment: 279,396 US Dollars 
Local cost: 34,208 (thousand) Yen  Trainees received: 1 

Sierra Leonean Side：  
Counterpart: 24    Land and Facilities: Project Office 

 

II. Evaluation Team 

Members of 
Evaluation 
Team 

Japanese Side: 
(1) Mr. Masato KUMAGAI Senior Representative, JICA Ghana Office 

(Team Leader) 
(2) Mr. Masaaki OTSUKA  Senior Adviser, JICA HQs 

(Agricultural Technology) 
(3) Dr. Junichi SAKAGAMI Senior Researcher, Japan International Research 

Center  
(Agricultural Technology) for Agricultural Sciences (JIRCAS) 

(4) Mr. Akira SHINTANI  Sanyu Consultants Inc. 
(Evaluation and Analysis) 

(5) Ms. Seiko TOMIZAWA  Evaluation Adviser, JICA Ghana Office 
(Evaluation and Analysis) 

(6) Ms. Nozomi UI  Project Manager, JICA HQs 
(Evaluation Management) 

(7) Mr. Mitsuhiro KATO  Project Formulation Adviser, JICA Ghana Office 
(Evaluation Planning) 

Sierra Leonean Side:  
(8) Mr. Joseph S Bangura  Assistant Director of PEMSD, MAFFS 

(Evaluation and Analysis) 



(9) Mr. Ben A Massaquoi  National Extension Coordinator, MAFFS 
(Extension) 

 

Period of 
Evaluation 

15/11/2008 ~ 07/12/2008 Type of Evaluation：Terminal Evaluation 

 III. Results of Evaluation 

1. Project Performance 
- Outputs 

Output 1: Agricultural support system of MAFFS-K is improved 
Agricultural support system of MAFFS-K has been improved as follows. 
- Sufficient tools and equipments for extension work have been provided to MAFFS-K, which 
includes twenty four (24) motorbikes, four (4) personal computers, two (2) printers, a set of office 
furniture, a set of technical books, one (1) generator and electrification of the office, etc. These 
machineries considerably contributed to the improvement of agricultural support system in MAFFS-
K., 
- The Project conducted a baseline survey and some additional surveys to know the actual situation 
of agriculture and rural socioeconomics in Kambia district. In the baseline survey, information of 
134 villages and 1,995 households selected randomly were collected and analyzed. In addition, 
surveys on agricultural machinery, local markets, agro-ecology, post harvest etc. have been 
conducted. These basic data are expected to be utilized for the betterment of their work., and 
- The trainings have been held as planned. Fifteen (15) officers / workers have participated in 
seventeen (17) training sessions, totally two hundred and thirty three (233) man-days. These 
trainings were conducted by JICA experts from May to November 2008. One (1) Subject Matter 
Specialist (SMS) was trained at Tsukuba International Centre in Japan from July to November 2008. 
The subject of the training was ‘Upland Rice Variety Selection Techniques for Sub-Saharan Africa’.
 
Output 2: Agricultural technical package to improve agricultural productivity is formulated 
An agricultural technical package is to be formulated by the end of the Project as follows. 
- A rice cultivation manual for five agro-ecological zones and a vegetable cultivation manual for 3 
crop species are to be completed by the end of the Project with the result of pilot projects. 
- Manuals for rice milling, rice threshing and rice winnowing machines have already been supplied 
to 7 pilot villages with the collaboration of FINIC, the domestic manufacturer of the machines. 
- Through pre-pilot project in 2006, the profitability of the technical package of Rice Research 
Station at Rokupr (RRS-R, which was converted to Rokupr Agricultural Research Centre (RARC)) 
was tested. With this result, the Project developed an improved technical package and verified in 
pilot projects (PP) in 2007. In 2008, the Project has been verifying it again. After reflecting these 
results, the package is to be finalized by the end of the Project. 
 



Output 3: Agricultural technical support guidelines for farmers is developed 
The guideline of agricultural technical support is to be completed by the end of the Project. 
Implementation method and measures to disseminate the agricultural technical package to farmers 
are to be given in it. 
 

-Project Purpose 
Project Purpose: Agricultural technical support system in Kambia district is strengthened 
The project purpose is to be achieved by the end of the Project as follows. 
- Sufficient tools and equipments for extension work have been provided to MAFFS-K and the 
Project conducted a baseline survey and some additional surveys to know the actual situation of 
agriculture and rural socioeconomics in Kambia district. These considerably contributed to the 
improvement of agricultural support system in MAFFS-K., 
- As a result of continuous technical transfer through PP and PT, and trainings conducted, the 
capability of extension officers / workers have been strengthened, which implies that agricultural 
extension of MAFFS-K has progressed., and 
- The agricultural technical package prototype for every five (5) agro-ecological zones and the 
technical support guideline, which shows the extension methodology of the package, are to be 
finalized by the end of the Project. 
 
2 Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance 
The relevance of the Project is very high as the following reasons. 
- In Agricultural Development Strategy of 2004 and Development in the Agricultural Sector 2003-
2005, the government aimed to achieve self-sufficiency of the country before 2007. 
- Agricultural production increase is one of the most important issues in Kambia district, as most 
people engage in agriculture sector, 
- Rural community development is one of the priority issues and Kambia district is one of the 
focused areas of Japanese aid to Sierra Leone 
- In PP, seven villages were selected to verify the draft technical packages and all of the 5 agro-
ecological zones were covered by them to develop feasible agricultural technical packages at the 
end,  
- Number and sex ratio of farmers in PP and PT are appropriate. A group of model farmers consists 
of 7-8 men and 2-3 women since work of rice cultivation is mostly hard physical labor while a
women’s group consists of 3 men and 10 women since the vegetable cultivation does not 
accompany so much physical work.. 
 
(2) Effectiveness 
Effectiveness of the Project is high as the following reasons. 
- The extension services of MAFFS-K have improved by capacity development through the 



implementation of PP and PT, trainings for CP and provision of tools and equipments and the other 
two outputs are to be achieved before the termination of the Project. As a result, project purpose 
“Agricultural technical support system in Kambia district is strengthened” is to be achieved by the 
end of the Project. 
- Most of CP personnel and farmers appreciate that the improved agricultural technical package, 
which includes (i) farming calendar, (ii) land preparation, (iii) timely transplanting of a few 
seedlings per hill, (iv) timely weeding, (v) fertilizer application, and (vi) post-harvest techniques. 
- The concept of the technical package, “low-cost” and “easy to adopt”, suits the situation of 
farmers. In addition, CP personnel and model farmers were not only provided equipments but also 
introduced and trained in improved agricultural techniques, therefore it is likely that they will be 
able to maintain the system for extension and continue the activities. 
 
(3) Efficiency 
Efficiency of the Project is fair as the following reasons. 
- Tools and equipments supplied, e.g. motorbikes, personal computers, textbooks etc., have 
generally been well utilized and contributed to the achievement of output 1 except some cases of its 
dishonest utilization and theft of several equipments, and 
- Number and fields of JICA experts were appropriate. However, some MAFFS-K officers / workers
and relevant farmers commented that their assignment period was too short while MAFFS officers 
said that it was too long. In addition, assignment periods of JICA experts were segmented into many 
times and so many days were spent for travel from and to Sierra Leone. It was inefficient under the 
circumstance of very limited assignment periods. 
- In total 24 counterpart personnel and However, in terms of their specialties for the technical 
cooperation, they were not properly dispatched. 
- MAFFS-K has not received any budget for local activities from MAFFS for the Project. It 
negatively affected on the implementation and JICA bore all of the costs. 
 
(4) Impact 
Some impacts are observed as follows. 
- All of the farmers who participated in PP or PT have practiced improved agricultural techniques 
introduced by the Project at their own rice fields / farmlands. Since then, their yields have been 
increasing and fruit quality improving. 
- In Robbenah, Sabuya and Makatick, model farmers and women’s groups have started management 
of micro finance, utilizing the benefits from operation of post-harvest machineries or sales of 
agricultural production. Furthermore, new farmer groups were established to follow the pilot farmer 
group in Robat. 
- As mentioned above, application of introduced agricultural techniques by farmers were confirmed. 
By continuing this, future attainment of self-sufficiency is expected. However, for the attainment of 
self-sufficiency, strengthening of extension system such as securing extension workers, capacity 
development of extension workers and sufficient budget allocation is also needed. 



(5) Sustainability 
To make the effects of the Project sustainable, some challenges have to be tackled. The followings 
are the major factors influencing on the sustainability. 
- Although the capacity of MAFFS-K has been strengthened by the Project, it still has difficulty of 
human and financial resources for extension services. It was confirmed during the evaluation 
exercise that MAFFS has a bright indication and plan to raise extension unit to a division and 
strengthen its’ extension services. 
- If the technical package and guideline developed by the Project are well recognized and utilized in 
MAFFS, the technical transfer in MAFFS will be highly effective, since they are the first technical 
materials for extension services in the organization. 
- The Project has been trying to develop easy and low input agricultural techniques, which could be 
easily adopted by ordinary farmers. It was found that all of model farmers and women’s group 
members in PP or PT sites have already started transferring the improved techniques to other 
farmers. 
- At present, the extension policy in Sierra Leone is under consideration. It is important for MAFFS
to clarify measures for increased production of food crops and self-sufficiency and the position of 
extension of agricultural technologies, and then share them among all stakeholders. 
 
3. Factors promoting better sustainability and impact 
(1) Factors concerning to Planning 
The new president Mr. Koroma, who was inaugurated in August 2007, held up agricultural 
promotion as one of the priority issues. Therefore the Project is consistent with the basic policy of 
GoSL and matches the needs of the country. In addition, there are few agricultural support activities 
of other donor agencies in Kambia District and Japan has comparative advantage in rice cultivation.
 
(2) Factors concerning to the Implementation Process 
At the district level, the Project has held regular weekly meetings since the second half of 2006 
with participation of CP personnel and JPT and had series of discussion for decision making. At the 
national level, steering committees has been held by necessity about two times a year for 
information exchange among stakeholders. 
The project has been utilizing local radio program to conduct extension activities efficiently and 
effectively and compensate for shortage of extension staffs. It is considered that this extension 
approach has potential of big impact on the improvement of agriculture technique, since 70 % of 
households have radios in the Project area and all of the farmers answered that they had listened to 
the program of the Project in the interview. 
In addition, implementation of pre-pilot project was effective for the formulation of low-cost and 
applicable technical package as the utilization of large quantity of fertilizer, which was introduced 
in the RARC’s technical package, was found unrealistic through the implementation of pre-pilot 
project. 



4. Factors inhibiting better sustainability and impact 
(1) Factors concerning to Planning 
At the early stage of the Project, JPT surveyed the institutional arrangement and capacity of 
MAFFS and RARC. As a result, it was concluded that it was not realistic to continue the Project 
according the 1st version of PDM. Then it was suggested to revise the PDM by the Project. It was 
approved in the Steering Committee in February 2008.  
 
(2) Factors concerning to the Implementation Process  
As for the baseline survey, input and tabulation data were delayed due to the re-check and re-do of 
data input done by PEMSD. Therefore the report was finally submitted in December 2007. 
Following the delay of the baseline survey, the commencement of pilot project was also delayed. 
DG and DDA were changed due to the change of the Government and its policies were re-directed. 
It influenced the participation of MAFFS and other authorities concerned. MAFFS-K should have 
reported the activities to MAFFS and discussion between the GoSL and JICA should have been held 
more frequently. The budget stipulated in R/D was not allocated to MAFFS-K for local activities, 
which lowered ownership of MAFFS-K and hindered smooth operation of the Project. In addition, 
CP personnel were not properly dispatched in terms of their specialties. 
For JICA’s technical cooperation, counter-government should arrange financial and human 
resources in order to implement projects smoothly and heighten the sustainability of post-project, 
however MAFFS-K faced limited budgetary allocation and JICA shouldered all the necessary costs 
for the implementation. The fragility of sustainable development on the extension activities of 
MAFFS-K is left and smooth implementation of the Project was limited. 
 
5. Conclusion 
The Project activities have been smoothly implemented with joint effort of both governments. As a 
result, agricultural technical support system in Kambia district is strengthened through 
improvement of agricultural support system of MAFFS-K, development of the agricultural technical 
package and guidelines. 
According to the five evaluation criteria, the relevance of the Project is very high; effectiveness of 
the Project is high; efficiency of the Project is fair. For the impacts, some outstanding facts are 
observed. The capacity and skills of the MAFFS-K CP personnel and model farmers are 
strengthened through a series of trainings and vigorous instruction of the JPT. Improved agricultural 
techniques are generally acquired to the extent that MAFFS-K CP personnel and model farmers will 
be able to continue activities on their own. In addition, other farmers started to learn and adopt the 
techniques with model farmers, in one of which a new farmer s’ group was established to follow the
model farmer group. Furthermore, model farmers and women’s groups have started management of 
micro finance, utilizing the benefits from operation of post-harvest machineries or sales of 
agricultural production. To make the effects of the Project sustainable, there should be a part taken 
by the GoSL and allocation of the human and financial resources to MAFFS-K should be secured. 



According to the second version PDM, the Project purposes will be successfully achieved by the 
end of the Project. Based on the findings mentioned above, it is concluded that the Project will be 
terminated on March 2009 as planned. 
 
6. Recommendations 
(1) Ownership of the Government of Sierra Leone (GoSL) 
Since the beginning of the Project, the input of financial and human resources allocated by the 
GoSL have not been appropriate and it retarded the implementation of the Project. In addition, the 
effort to reach common understanding between GoSL and JICA on the Project was not enough and 
it led up to insufficient ownership of the Project by GoSL. Therefore, continuous discussion
between GoSL and JICA is recommended so that the GoSL gets more involved in the Project with a 
strong initiative. Then GoSL should take necessary measures including appropriate provision of 
budget and logistics for the suitable and independent agricultural support system. 
 
(2) Appropriate involvement of RARC 
To pursue more adaptive agricultural technologies and research-extension cooperation, appropriate 
involvement of RARC is essential. It is, however, necessary for RARC to be rehabilitated its 
facilities and allocated budget for research activities on the basis of its strategies and programmes. 
It is recommended that JICA and RARC establish stronger linkage for agronomical studies, under 
the condition of earnest support and recognition of the GoSL for the institutional capacity 
development of the RARC. 
 
(3) Proper Project Management 
Some of the equipments provided by the JICA have not been utilized in the way as stipulated in 
R/D. In addition, the progress of investigation on the lost equipments has not been made clear to 
JICA so far. It is strongly recommended that the appropriate actions for these issues are taken by 
the GoSL as quickly as possible to ensure the smooth and sustainable implementation of the Project 
and accountability of the proper project management should be enhanced. 
 
(4) Cultivation of Vegetable in dry season 
The JPT has found the high potential in cash crop cultivation by women in dry season. It was found 
effective and important for empowering women, generating income as well as ensuring the food 
security. It is recommended that the cultivation of vegetables and other cash crops continue to be 
encouraged by MAFFS. 
 
(5) Collaboration with other organizations 
It was found that people in the Project sites understand the importance of improved agricultural 
technology and became to adopt them in their farm. To disseminate the Agricultural Technical 
Package by the JPT more widely, the collaboration with other organizations engaged in the capacity 



development of rice farmers should be taken into consideration by MAFFS in the future. 
 
7. Lessons Learned 
(1)Collaboration with other organization 
Initially the Project was planning to provide trainings on technical package to the staff of other 
organizations. However, their activities were not implemented as properly as the Project expected 
and actual collaboration in the field was not realized. For the collaboration with other 
organizations, sufficient information collection prior to the Project is essential. 
 
(2)Cooperation in the post conflict situation 
Prompt formulation and implementation of project are inevitable in the post conflict situation. 
Having said that, sufficient discussion and minimum investigation are needed. In most cases, the 
condition of JICA’s technical cooperation is different from the one of other donors. Therefore, to 
obtain enough understanding and necessary cooperation from recipient government is important. 
 
8. Follow-up Situation 
N/A 
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第 1 章 終了時評価調査の概要 
 
１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

アフリカ西部の熱帯雨林気候帯にあるシエラレオネ共和国（以下、「シエラレオネ」と記

す）は、国土面積は北海道より少し小さく 7 万 1,740km2
、人口は約 580 万人（2007 年、国連人

口基金：UNFPA）で、豊富な雨量・日射量に恵まれ、稲作のほかキャッサバやラッカセイ、サ

ツマイモなど多くの作物栽培が可能である。本プロジェクト対象地であるカンビア県は、人口約

27 万人のほとんどが農業に従事し、1980 年代まではコメの輸出国としての同国経済を支えたコ

メの大生産地であった。しかし、1991 年からの内戦により備蓄庫や精米所、研究所などの農業

関連施設は破壊され、農民が農地を離れざるを得ない状況が続いた結果、現在のコメの生産高は

内戦前には程遠い状況にある。 
かかる状況を踏まえ、同県における農業技術支援体制を強化し、稲作を中心に食糧増産をめ

ざす技術協力の要請が農業森林食糧安全保障省（Ministry of Agriculture , Forestry and Food 
Security：MAFFS）から上げられた。 

これを受けて、JICA は 2006 年 2 月より技術協力プロジェクト｢カンビア県農業強化支援プロ

ジェクト｣を 3 年間の予定で開始した。本プロジェクトは、内陸低湿地や丘陵地、マングローブ

湿地など、カンビア県の 5 つの農業生態系に即した稲作中心の農業技術パッケージを確立し、そ

の普及の方策を示す農業技術支援ガイドラインを策定することを目標としている。カウンターパ

ート（C/P）機関である MAFFS カンビア県事務所（MAFFS-K)、ロクープル農業研究所〔Rokupr 
Agricultural Research Center：RARC、旧ロクープル稲研究所（Rice Research Station at Rokupr： 
RRS-R）〕とともに県内の 9 サイトで、圃場耕起（時期、回数）、育苗（播種量、苗代面積、育苗

期間）、栽植（時期、密度）、除草、施肥（無施肥も含め量と種類、時期）、優良種子の使用、水

コントロールから成る総合的な稲作技術の実証を行うとともに、2 サイトで裏作となる野菜栽培

の研修を実施している。 
当初は、カンビア県において農民を主体とした農業技術支援体制が強化されることをプロジ

ェクト目標に置き、モデル農家におけるコメと畑作物の平均収量が向上する、モデル農家におけ

るコメと畑作物の収穫後ロスが改善される、モデル農家における農業所得が向上することをめざ

した。ところが、プロジェクトを進めるにつれ、C/P 機関である MAFFS-K 及び RARC（当時の

RRS-R）は、当初の想定以上に内戦の被害を大きく受けていたことが明らかとなった。すなわち、

事務所や研究施設は荒廃し、予算不足から移動のための手段は欠如し、職員の高齢化が進み給与

の遅配によりモチベーションも低い等、その実施体制は脆弱であり基礎インフラは不足していた。

したがって、プロジェクトによる基礎的な支援が必要であったことから、プロジェクトの目標を、

MAFFS-K の農業技術普及体制が改善される、カンビア県における代表的な農業生態系に沿った

コメを主体とした農業技術パッケージのプロトタイプが作成される、農業技術パッケージの普及

方法を含めた農業技術支援ガイドラインが作成されることと変更した。 
今般、協力終了を 2009 年 3 月に控え、これまでのプロジェクトの活動実績・実施プロセスを

シエラレオネ側と合同評価し、プロジェクト成果のシエラレオネによる継続的活用及びプロジェ

クト終了後の活動に関する提言の取りまとめを行うことを目的に本調査団を派遣した。調査団派

遣の具体的な目的は以下のとおり。 
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（1）プロジェクトの実施プロセスや達成状況を現状と実績の整理、確認を通じて把握する。 
（2）「JICA 事業評価ガイドライン（改訂版）」に基づき、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率

性、インパクト、自立発展性）の観点から評価を行う。 
（3）評価結果に基づき、残存する活動期間における提言を行うとともに、協力期間終了後に

とるべき対応策を確認する。 
（4）評価結果に基づき、後継案件の内容について団内で検討する。 
（5）日本側、シエラレオネ側双方で合意した評価結果を合同評価報告書として取りまとめ、

合意文書（ミニッツ）を締結する。 
 
１－２ 調査団の構成と調査日程 

（1）調査団の構成 
1）日本側調査団員 

担当分野 氏 名 所  属 

総 括 熊谷 真人 JICA ガーナ事務所 次長 

農業技術① 大塚 正明 JICA 国際協力客員専門員 

農業技術② 坂上 潤一 国際農林水産業研究センター（JIRCAS） 

評価分析① 新谷 彰 株式会社三祐コンサルタンツ 

評価分析② 冨澤 聖子 JICA ガーナ事務所 在外専門調整員 

評価監理 宇井 望 JICA 農村開発部 乾燥畑作地帯第二課職員 

評価計画 加藤 満広 
JICA ガーナ事務所 企画調査員（農業/農村開発

セクター） 

 
2）シエラレオネ側調査団員 

Mr. Joseph S Bangura（農業森林食糧安全保障省評価モニタリング局副局長） 
Mr. Ben A Massaquoi（農業森林食糧安全保障省普及コーディネーター） 

 
（2）調査日程 

総括、評価計画団員：2008 年 11 月 23 日～2008 年 12 月 4 日 
農業技術①：2008 年 11 月 23 日～2008 年 12 月 2 日 
農業技術②：2008 年 11 月 23 日～2008 年 12 月 7 日 
評価分析①：2008 年 11 月 15 日～2008 年 12 月 7 日 
評価分析②：2008 年 11 月 15 日～2008 年 12 月 4 日 
評価監理：2008 年 11 月 23 日～2008 年 12 月 4 日 
（※日程詳細については付属資料 1 参照） 

 
１－３ 評価方法 

評価作業はまず、討議議事録（Record of Discussion：R/D）、プロジェクト・デザイン・マトリ

ックス（PDM）、活動計画（Plan of Operation：PO）に基づき、日本、シエラレオネ双方の評価

チームによる合同評価を行い、プロジェクトの当初計画、双方の投入実績、活動実績、プロジェ



－3－ 

クト実施の効果、運営管理体制につき評価調査を行った。併せて、後継プロジェクトでの対応方

針についても検討し、これらの結果を合同評価報告書に取りまとめ、評価チームとして同国政府

関係当局に提言した。調査手順は以下のとおり。 
 

項 目 調査手順 

事前準備 

1.投入実績等に関す

る情報収集・整理 

プロジェクト開始から 2008 年 10 月までの日本側投入実績（専門家派遣、研

修員受入れ、供与機材、現地業務費等）及びシエラレオネ側投入実績（ロー

カルコスト負担等）を整理。 

2.評価デザインの作

成 

既存の PDM（付属資料３の Annex 1）及び Plan of Operation（同 Annex 2）に

基づき、評価グリッド（同 Annex 4）を作成し、プロジェクトの実績、実施

プロセス及び評価 5 項目ごとの調査項目とデータ収集方法、調査方法等を検

討。 

3.質問票の作成 
評価グリッドに基づき、①シエラレオネ側実施機関関係者（MAFFS、ロク

ープル稲研究所）、②モデル農家、③住民組織、④他ドナー（国連開発計

画：UNDP、国連食糧農業機関：FAO 等） 
4.必要データ・資料

の収集 
評価グリッドに沿って成果ごとに活動実績の取りまとめ。プロジェクトから

提出された資料を分析し、成果達成の状況を整理。 
現地調査 
1.評価手法の説明 C/P に対し、評価手法、調査内容及び調査工程を説明。 

2.活動実績・成果及

び実施プロセスの

確認・検証 

事前に収集された情報に加え、プロジェクト関係者への質問票・インタビュ

ー、プロジェクト対象地域の視察や地域住民へのインタビューの実施を通じ

て、活動実績と成果達成状況並びに実施プロセスを確認し、以下の視点から

検証。 
【実績の検証】 
・投入は計画どおり実施されているか 
・アウトプットに向けて活動は進んでいるか 
・プロジェクト目標は達成されそうか 
・上位目標の達成見込みはあるか 
【実施プロセスの検証】 
・活動は計画どおりに実施されているか 
・技術移転の方法に問題はないか 
・プロジェクトマネジメント体制（モニタリング、プロジェクト内コミュニ

ケーションなど） 
・実施期間や C/P のプロジェクトに対する参加度や認識は高いか 
・実施過程で生じている問題や効果発現に影響を与えそうな要因は何か 
・紛争後の復興段階における開発事業の実施 

3.評価結果の取りま

とめ 
事前に収集した情報、及び上記 2.で確認された実績を取りまとめ、評価 5 項

目（※1）による評価を実施。 

4.貢献要因・阻害要

因の分析 

C/P らとともに、これまでの活動成果をレビューするなかで、成果達成の貢

献要因や阻害要因を分析。また、評価結果に基づき、活動終了に向けて提言

を行うとともに、協力期間終了後にとるべき対応策（後継案件の具体的内容

策定に向けた提言を含む）について協議。 
5.合同評価報告書の

ドラフト作成 
上記 2～4 の結果を取りまとめ、合同評価報告書ドラフト（英語）を作成。 

6.合同評価委員会の

開催 

合同評価委員会において、日本側、シエラレオネ側双方による調査結果の報

告を行い、関係者の最終合意を形成。また、終了に向けた今後の活動につい

て合意を形成。その後、会議の結果をミニッツに取りまとめ、署名交換。     
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※1 評価 5 項目 
項 目 視  点 

妥当性 

「プロジェクト目標」及び「上位目標」は、プロジェクトの目標として意味が

あるか（受益者のニーズに合致しているか、問題、課題の解決策として適切

か、相手国と日本側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略、アプロ

ーチは妥当か等）検討する。 

有効性 
プロジェクトの「アウトプット」によって「プロジェクト目標」がどこまで達

成されたか、あるいは達成される見込みであるかを検討する。 

効率性 

プロジェクトの「投入」と「アウトプット」の関係に着目し、資源が有効に活

用されているか、投入された資源の質、量、手段、方法、時期の適切度を検討

する。 

インパクト 
プロジェクトが実施されたことにより生ずる直接的、間接的な正負の影響をみ

る。計画当初に予想されなかった影響や効果も含む。 

自立発展性 
協力が終了したあとも、プロジェクト実施による便益が持続されるかどうか

を、プロジェクトの自立度を中心に検討する。 
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第 2 章 活動実績及び達成状況 
 
２－１ 投入実績 

２－１－１ 日本側 
（1） 事業実施総額 

 本プロジェクトにおける日本側の事業実施総額は、4 年間で約 3 億 5,000 万円である。 
  

表－１ 事業実施総額（円） 

第 1 年次 
（2005 年） 

第 2 年次 
（2006 年） 

第 3 年次 
（2007 年）

第 4 年次 
（2008 年）* 合 計 

10,628,000 138,739,000 106,652,000 94,240,000 350,259,000 

*第 4 年次（2008 年）については実施計画額 
 

（2） 専門家派遣 
 合計 9 人の専門家が派遣された。専門家の担当分野は「総括/農業開発/流通・マーケテ

ィング」「副総括/普及/農民組織化」「作物栽培指導（1）」「作物栽培指導（2）」「収穫後処

理」「農業機械/収穫後処理」「普及/農民組織化/収穫後処理」「女性グループ支援」「業務調

整」である。 
 

表－２ 専門家派遣実績 

氏 名 担当分野 派遣期間 所 属 
2006/3/4 ～ 2006/3/19 

2006/5/10 ～ 2006/7/18 
2006/8/3 ～ 2006/9/8 
2007/2/3 ～ 2007/3/13 
2007/5/5 ～ 2007/6/1 

2007/6/30 ～ 2007/8/2 
2007/9/29 ～ 2007/11/9 
2008/1/9 ～ 2008/2/10 

2008/4/29 ～ 2008/6/13 
2008/9/9 ～ 2008/10/3 

溝辺 哲夫 総 括 / 農 業 開 発 / 流
通・マーケティング

2008/11/5 ～ 2009/1/16 

（株）レックス・インタ
ーナショナル 

2006/3/4 ～ 2006/3/19 
2006/5/10 ～ 2006/5/30 
2006/7/29 ～ 2006/12/22
2007/1/13 ～ 2007/3/16 
2007/5/5 ～ 2007/7/5 

2007/8/29 ～ 2007/10/5 
2007/11/17 ～ 2008/1/25 

2008/2/6 ～ 2008/3/7 
2008/8/19 ～ 2008/10/12
2008/5/14 ～ 2008/6/29 

君島 崇 副総括 /普及 /農民組
織化 

2008/11/5 ～ 2009/1/16 

（株）レックス・インタ
ーナショナル 
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氏 名 担当分野 派遣期間 所 属 

2006/5/20 ～ 2006/8/31 
2006/11/7 ～ 2006/12/24
2007/10/9 ～ 2007/12/28
2007/5/19 ～ 2007/8/7 
2007/9/8 ～ 2008/1/1 

2008/1/15 ～ 2008/2/17 
2008/6/18 ～ 2008/8/31 

山口 淳一 作物栽培指導（1） 

2008/10/1 ～ 2009/1/16 

（株）レックス・インタ
ーナショナル 

2006/5/29 ～ 2006/7/27 
2006/10/17 ～ 2006/12/15
2007/5/19 ～ 2007/7/5 
2007/11/6 ～ 2008/1/1 
2008/4/29 ～ 2008/7/6 

原田 淳之輔 作物栽培指導（2） 

2008/11/26 ～ 2008/12/31

（株）レックス・インタ
ーナショナル（（株）か
いはつマネジメント・コ
ンサルティング） 

渡邊 英夫 収穫後処理 2006/5/20 ～ 2006/6/22 （株）レックス・インタ
ーナショナル 

Mr. Yoshio  
IIZUKA 

農業機械/収穫後処理 2007/1/17 ～ 2007/3/9 （株）レックス・インタ
ーナショナル（JDS） 

普及/農民組織化 2006/6/12 ～ 2006/7/11 
2007/6/30 ～ 2007/8/2 
2007/9/29 ～ 2007/12/7 

井上 晴喜 
収穫後処理 

2008/11/5 ～ 2008/12/31

（株）レックス・インタ
ーナショナル 

2007/5/19 ～ 2007/7/5 
2007/9/29 ～ 2007/11/15
2008/1/9 ～ 2008/2/24 
2008/7/8 ～ 2008/9/5 

三嶋 あずさ 女性グループ支援 

2008/10/8 ～ 2008/11/14

（株）レックス・インタ
ーナショナル 

2006/3/4 ～ 2006/3/19 
2006/5/10 ～ 2006/6/22 

菅沼 智彦 業務調整 

2007/5/19 ～ 2007/6/15 

（株）レックス・インタ
ーナショナル 

 
（3） 資機材供与 

 合計 27 万 9,396 米ドル（3,203 万 6,942 円、1 米ドル=114.665 円）の資機材が購入され、

プロジェクトにより使用された。主な資機材はモーターバイク（24 台）、四輪駆動車（2
台）、パソコン（4 台）、プリンター（2 台）、エアコン（4 台）、オフィス家具（一式）、籾

摺り精米機（7 台）、脱穀機（7 台）、とうみ（7 台）、技術叢書（一式）等である。 
 

表－３ 資機材供与実績（金額） 

 現地通貨（レオン） 米ドル 日本円 

実 績 331,432,000 165,630 377,069

米ドル換算 110,477 165,630 3,288

合計（米ドル） 279,396

換算レート：1 米ドル=3,000 レオン=114.665 円 
 

（4） ローカルコスト 
 合計 3,420 万 8,000 円のローカルコストが JICA 側により負担された。 
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表－４ ローカルコスト負担実績（円） 

第 1 年次 
（2005 年） 

第 2 年次
（2006 年）

第 3 年次
（2007 年）

第 4 年次
（2008 年）

* 
合 計 

220,000 14,858,000 11,738,000 7,392,000 34,208,000 

*第 4 年次（2008 年）については実施計画額 
 

（5） カウンターパート研修 
1） 本邦研修：2008 年 7 月から 11 月の間、1 人のカウンターパートが JICA 筑波国際セ

ンターにおける「アフリカ地域陸稲品種選定技術」の本邦研修に参加した。 
 

表－５ カウンターパート研修実績（本邦研修） 

氏 名 研修期間 研修内容 研修所 所 属 

Mr. Sayo 

Tarawalli 

2008/7/21～ 

2008/11/1 

アフリカ地域陸

稲品種選定技術

JICA 筑波国

際センター 

Subject Matter Specialist（SMS）、

MAFFS カンビア事務所作物部 

 
2） 現地研修：2008 年 5 月から 11 月の間に、専門家により 15 人のカウンターパート

〔専門技術員（SMS）5 人、地域担当普及員（BES）3 人、前線普及員（FEW）7 人〕

に対して 17 回の現地研修が実施され、合計 233 人･日が受講した。プロジェクト終了

時までにあと 3 回の研修の実施が計画されている。 
 

表－６ カウンターパート研修実績（現地研修） 

No. 月 日 主  題 講 師 受講者数

1 2008/5/28 作物暦順守の重要性－稲の一生との関連 君島専門家 15
2 2008/6/4 稲の一生及び播種量計算 君島専門家 15
3 2008/6/11 播種量の計算 君島専門家 15
4 2008/6/26 2007 年 PP の再評価及び施肥量計算 山口専門家 15
5 2008/7/2 追加情報、労働力算定、収量構成要素 山口専門家 15
6 2008/7/3 生育モニタリング実習（於 Robennah upland） 山口専門家 14
7 2008/7/9 PP 処理区の設定実習（於 Robennah IVS） 山口専門家 13
8 2008/7/16 収量構成要素、生育モニタリング 山口専門家 14
9 2008/7/23 施肥量計算及び田植えに関するコメント 山口専門家 13

10 2008/7/30 葉の展開及び分蘖特性 山口専門家 13
11 2008/8/13 施肥量計算及び収量構成要素 山口専門家 12

12 2008/9/3 作物暦順守－特に育苗期間及び移植と生育期間と
の関連 君島専門家 14

13 2008/9/17 PP 地区における農作業で見られた問題について 君島専門家 13
14 2008/9/24 稲作における費用便益について 溝辺専門家 12
15 2008/10/8 プロジェクトの進捗 君島専門家 13
16 2008/10/22 稲の栄養生理と施肥 山口専門家 13
17 2008/11/5 野菜栽培における導入技術とスイカの液状化現象 三嶋専門家 14

合 計 233
   PP：パイロット・プロジェクト 
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２－１－２ シエラレオネ側 
（1） カウンターパート配置 

 合計 24 人のカウンターパートが配置された。MAFFS 本省より事務総長（Director 
General：DG）が、MAFFS カンビア県事務所（MAFFS-K）より所長（District Director of 
Agriculture：DDA）、5 人の SMS、3 人の BES 及び 7 人の FEW が、ロクープル農業研究所

（Rokupr Agricultural Research Center：PARC）より所長と 3 人の研究員が配置された。 
 

表－７ カウンターパート配置実績 

所 属 地 位 人数（氏名） 
MAFFS 本省 事務総長（DG）*1 Mr. Francis A.R. Sankoh 

所長（DDA）*2 Mr. Brima A Kanu 
Subject Matter Specialist (SMS) 5 人 
Block Extension Supervisor (BES) 3 人 

MAFFS 
カンビア県事務所 

Frontline Extension Worker (FEW) 7 人 
所 長 Dr. Abdulai Jalloh RARC 
研究員 3 人 

*1 プロジェクト開始以降、2 人目の事務総長である。 
*2 プロジェクト開始以降、3 人目の所長である。 

 
（2） 事務所･施設 

 プロジェクト事務所は MAFFS カンビア事務所内に設置された。なお、事務所の電化や

オフィス家具の提供は JICA 側により実施された。 
 

（3） ローカルコスト 
 シエラレオネ側によるローカルコスト負担はなかった。 

 
２－２ 成果の達成状況 

成果 1：MAFFS-K の農業普及体制の整備改善 
MAFFS-K の農業普及体制は大きく整備改善された。指標ごとの主な達成度は以下のとおりで

ある。 
 

［指標 a：MAFFS-K の農業技術普及に必要な資機材が整備される］ 
バイク 24 台、パソコン 4 台、プリンター2 台、オフィス家具一式及び技術書一式等の供

与、発電機 1 台の貸与と事務所の電化等により、事務所に必要な資機材が整備された。 
 

表－８ MAFFS-K に供与された主な資機材* 

種  類 数 量 
四輪駆動車 2 台 
モーターバイク 24 台 
プロジェクター 1 台 
パソコン（デスクトップ） 3 台 
パソコン（ノート型） 1 台 
プリンター（カラー） 2 台 
コピー機 1 台 
発電機 1 台 
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種  類 数 量 
エアコン 5 台 
オフィス家具 一式 
農業技術叢書 一式 

* RARC や農民に供与されたものは除く 
 

そのほかに MAFFS が所有している機材としては、大型トラック 1 台、ピックアップトラ

ック 1 台、モーターバイク 3 台、トラクター7 台等がある。しかしながら、トラクターに関

しては部品の入手が困難なことなどから、使用できる状態に整備されていない。 
 

［指標 b：カンビア県の各チーフダムにおける農業生産及び農村生活の現状に関する基礎情報

が収集され蓄積される］ 
カンビア県の総戸数 3 万 5,099 の約 6％となる 1,995 人が 134 村落より選定（1 村当たり

約 15 戸）され、農村社会経済に関するベースライン調査が実施された。その他、農業機械

調査、市場調査、農業生態系調査等が実施されたことにより、農業普及に必要な基礎情報が

蓄積された。 
 

表－９ ベースライン調査の主な調査項目 

大項目 中項目 
村落レベル 人口、経済、インフラ、社会、保健、教育、環境

保全、農業、畜産 
世帯レベル 一般情報、作物栽培、水稲栽培、陸稲栽培、収穫

後処理、生産物の消費、コメ市場、作物市場、生
計活動 

 
［指標 c：農業普及員の研修やワークショップへの参加が促進される］ 

MAFFS-K の普及員 15 人（SMS5 人、BES3 人、FEW7 人）に対する研修が 2008 年 5 月か

ら 11 月末までに 17 回実施され、通算 233 人･日が受講した。また、作物部部長が 2008 年 7
月から 11 月まで陸稲栽培に関する研修を日本で受講した。 

 
成果 2：生産性向上のための農業技術パッケージが作成される。 

2007 年 3 月に農業技術パッケージ（案）が作成された。現在、パイロット事業の結果に基づ

いて同パッケージ（案）の改訂が進められており、プロジェクト終了時までには最終化される見

込みである。指標ごとの主な達成度は以下のとおりである。 
 

［指標 a：各パイロット事業地区におけるコメの栽培マニュアルが作成される］ 
2007 年度及び 2008 年度のパイロット･プロジェクト（PP）で試行された技術の成果に基

づき、県内にある 5 つの農業生態系〔マングローブ湿地、準マングローブ湿地、内陸低湿地

（Inland Valley Swamp：IVS）、畑地、ボリランド〕に対応したコメの栽培マニュアルがプロ

ジェクト終了時までに作成される見込みである。なお、パイロット・トライアル（Pilot 
Trial：PT）において試行された主な基本技術は以下のとおりである。 

・作物暦の順守 
・時宜を得た除草 
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・時宜を得た施肥 
・一株数本苗の浅植え 
・浅植えを可能とするための十分な耕起作業（特に代かきの励行） 
・効果的施肥のための水管理技術の導入 

 
［指標 b：パイロット・トライアル地区において野菜の栽培マニュアルが作成される］ 

2007 年度及び 2008 年度の PT で試行された技術の成果に基づき、トウガラシ、ナス及び

スイカの栽培マニュアルがプロジェクト終了時までに作成される見込みである。なお、トウ

ガラシ及びナスの栽培で試行された技術は以下のとおりである。 
・苗床への条播と定植前の条間への包丁入れ 
・広い株間 
・液肥形態での施肥 
・仕立て 
・地場資源の活用による病害虫防除 

 また、スイカ栽培で試行された技術は以下のとおりである。 
・ポットを用いた成型苗の育苗 
・摘果とつるの調整による仕立て 
・液肥形態での施肥 

 
［指標 c：各パイロット事業地区に収穫後処理機械が導入され、維持管理マニュアルが作成さ

れる］ 
7 つの PP 地区に籾摺り精米機、脱穀機、とうみ、収穫後処理機械格納庫が 1 台ずつ導入

され、各地区のモデル農民 2 人ずつ（合計 14 人）に対して研修が実施された。これら機材

の維持管理マニュアルは、機材のメーカー（国内の FINIC 社）の協力により供給された。 
 

［指標 d：農業技術パッケージの作物生産上の収益性が立証される］ 
2006 年、ロクープル農業研究所〔RARC、当時のロクープル稲研究所（RRS-R）〕の技術

パッケージを用いてプレ・パイロット・プロジェクトを実施した。同パッケージを用いるこ

とでコメの収量は大幅に増加することが確認された。しかし、一方で大量の化学肥料を必要

とすることから、一般の農民にとって適用が現実的ではないことも確認された。 
そこで、2007 年、同パッケージを基に本プロジェクトは低投入型の農業技術パッケージ

（案）を作成し、これに基づいて PP を実施した。2008 年に入り、再度 PP を実施して収益

性の検証を行っており、プロジェクト終了時までに同パッケージ（案）は最終化される見込

みである。 
しかしながら、これまでの PP では株当たりの苗数や除草の時期などに関して技術の有効

性が確認されたものの、2 年間弱の短い期間では必要な技術をすべて検証するには至らなか

った。特に施肥の量と時期や水管理技術などに関しては、MAFFS や RARC 等の関係機関に

より補完されていくことが望ましい。 
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成果 3：農民向け農業技術支援ガイドラインが作成される。 
プロジェクト終了時までに農業技術支援ガイドラインが作成される見込みである。 

 
［指標：農業技術パッケージのカンビア県での普及方法が示される］ 

農業技術パッケージの普及方法を示した農業技術支援ガイドラインが、プロジェクト終

了時までに作成される見込みである。 
 
２－３ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標：カンビア県において農民向け農業支援体制が強化される。 
以下のとおり、指標 1 は既に達成されており、指標 2 及び 3 はプロジェクト終了時までに達

成される見込みである。 
 

［指標 1：MAFFS-K の農業技術普及体制が改善される］ 
普及に必要な資機材が整備され、基礎情報が収集・蓄積された。加えて、普及員の能力

は PP を通じた技術移転と研修受講により向上しつつあることからも、MAFFS-K の技術普

及体制が改善されたと判断できる。 
モデル農民と女性グループに対するインタビューでは、全員が MAFFS-K の普及員による

サービスが改善されたと回答したほか、FEW に対する質問票調査でも、FEW による農業技

術普及活動が増加している（5 段階評価の平均が 4.3）と回答されている。しかしながら、

これらの活動の活性化は主に本プロジェクトの実施によるものであり、プロジェクト終了後

に活動が停滞しないよう、自立発展性を高める努力が必要である。 
 

［指標 2：カンビア県における代表的な農業生態系に沿ったコメを主体とした農業技術パッケ

ージのプロトタイプが作成される］ 
県内にある 5 つの農業生態系（マングローブ湿地、準マングローブ湿地、IVS、畑地、ボ

リランド）に対応した農業技術パッケージが、プロジェクト終了時までに作成される見込み

である。 
 

［指標 3：農業技術パッケージの普及方法を含めた農業技術支援ガイドラインが作成される］ 
農業技術支援ガイドラインが、プロジェクト終了時までに作成される見込みである。 

 
２－４ 上位目標の達成見込み 

上位目標：カンビア県における食用作物の生産性の向上を通じた食糧安全保障への貢献 
モデル農家や女性グループへのインタビューによると、農民はプロジェクトにより導入され

た技術を既に試行しており、収量の増加や品質の向上が確認されている。こうした低投入を基軸

とした技術を今後も農民間で普及させることにより、将来の自給自足の達成に寄与できると考え

られる。 
なお、PDM には記載されていないが、本プロジェクトの関係者の間では、コメの単位当たり

収量の将来目標は 1.0～1.5 t/ha に設定されている。既に、2007 年の PP では、いくつかの農業生

態系において無施肥での 1 t/ha の収量を達成している。また、モデル農民へのインタビューによ
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ると、ほとんどのモデル農民が、導入された技術を自分の田圃でも試行しており、多くの場合は

無施肥でも収量が以前より増加していると答えている。 
一方、2007 年の PP では、施肥を行った場合、収量の増加分からの利益は施肥のコストを下回

っていた。すなわち、施肥を行うことは収益性の面から見るとむしろマイナスの効果があった。

したがって、今後のコメの生産量増加の達成に向けては、収益性を高めるための施肥や水管理の

技術を確立させることが重要となってくる。 
 

２－５ 実施プロセスにおける特記事項 

（1） 活動の実施状況 
1） PDM の改訂 

 プロジェクトの開始後、MAFFS や RARC の実施体制の現状を確認した結果、当初の想

定以上に内戦の被害を大きく受けていたことが明らかとなった。すなわち、事務所や研

究施設は荒廃し、予算不足から移動のための手段は欠如し、更には職員の高齢化や給与

の遅配によりモチベーションも低い等、実施体制は極めて脆弱であった。こうしたこと

から、プロジェクトを当初の PDM どおりに進めることは困難であることが判明したため、

PDM の変更が提案され、2008 年 2 月のステアリング･コミッティで承認された。 
 PDM の改訂により、プロジェクトの上位目標、プロジェクト目標及び成果にも若干の

変更はあったが、最も大きな変更点は、それぞれの目標や成果の指標及び活動の内容で

ある。例えば、当初のプロジェクト目標の指標には、「収量の増加」や「収穫後ロスの軽

減」が明記されていたが、改訂後には「MAFFS-K の農業技術普及体制の改善」「コメを

主体とした農業技術パッケージのプロトタイプの作成」及び「農業技術パッケージの普

及方法を含めた農業技術支援ガイドラインの作成」に変更された。 
 

2） ベースライン調査の入力・集計の遅延 
 MAFFS 本部の計画・評価・モニタリング・統計局（Planning,Evaluation,Monitoring and 
Statistics Department：PEMSD）に委託していたベースライン調査の入力と集計にミスがあ

ったため、全面的なチェックと再入力を行った結果、ベースライン調査報告書の作成が

大幅に遅れた。同報告書は最終的に 2007 年 12 月に提出されたが、これに伴いパイロッ

ト・プロジェクト（PP）の開始時期も遅れることとなった。 
 

3） パイロット･プロジェクト（PP）の遅延 
 当初の予定では、PP は 2006 年 11 月より開始される予定であった。しかしながら、ベ

ースライン調査の集計が遅れたため PP の計画に必要なデータが不足しており、その結果、

PP の開始時期が 2007 年 6 月まで遅れた。PP は技術パッケージの内容を検証するために

実施されているが、PP の遅延に伴い技術パッケージの作成も遅れた。 
 

4） プレ･パイロット･プロジェクトの実施 
 2006 年には PP の実施ができなかったが、代わりにプレ･パイロット･プロジェクトが実

施された。これは、RARC の既存の技術パッケージの有効性を検証するためのもので、こ

の結果に基づいてプロジェクトは改良版の技術パッケージ（案）を作成した。プレ･パイ
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ロット･プロジェクトでは、RARC の技術パッケージを用いればコメの生産量は大幅に増

加する（約 3t/ha）ものの、大量の化学肥料の投入が必要なことから、普通の農家にとっ

ては経費が高すぎて導入が難しい栽培方法であることが確認された。この結果に基づき、

その後の PP では、化学肥料の投入を最低限に抑える低投入型の技術パッケージの検討を

行っている。 
 

5） 技術パッケージに関する研修の取りやめ 
当初の予定では、技術パッケージの研修を国際機関、NGO、地域社会組織（Community 

Based Organization：CBO）等の関係者に対して行う予定であった（PDM の活動 2.h）。し

かし、研修対象として想定されていた国連開発計画（United Nations Development Plan：
UNDP）の、農業ビジネスユニット（Agriculture Business Unit：ABU）は現地で確認され

なかったことや、農民フィールド学校（Farmers Field School：FFS）はプロジェクトの開

始後すぐに終了する等の問題が生じたこと、さらには技術パッケージの作成自体も遅れ

たことから、研修は行わないことになった。 
 

6） モニタリングにおける問題点 
PP では、技術パッケージの生産性を検討するために、FEW による定期的なモニタリン

グが行われている。FEW は、作物の生育状態を 2 週間に 1 度確認するほか、農民が各作

業にどの程度の時間を割いているのかを記録している。しかし、この記録を正確に取れ

なかったことも多かった。例えば、同じ農業生態区で同じ作業を行っているにもかかわ

らず、農民の作業量に 3 倍程度の差が出ていることがある。FEW を介さず農民に直接聞

き取りを行ってみても、農民には時間の感覚が欠けていることから、正確な情報を得る

のが非常に困難となっている。こうしたことは、技術パッケージの労働生産性を検討す

るうえでの支障となっている。 
 

（2） ターゲットグループとの関係 
1） カウンターパートと専門家の関係 

本プロジェクトでは、専門家と現場のカウンターパートとの関係は良好であった。例

えば、FEW に対する質問票調査の結果では、専門家と FEW の関係は 5 段階評価で平均

4.4 と非常に高い。一方で、FEW の上司に当たる SMS や BES との関係は若干劣るものの、

同様な質問票調査で平均 3.6 と、まずまずの結果であった。 
本プロジェクトでは、現場レベルの職員からはプロジェクトや専門家に対して好意的

な意見が聞かれるものの、現場から離れた上層部に行くほど不満の声が多くなっている。

特に MAFFS 本省による日本型の技術協力に対する理解は不十分で、技術協力を通じた技

術改善や能力向上ではなく、大規模な投入の支援を通じた早急な作物生産量の増加が期

待されてきた。そのためか、専門家の派遣期間に関しても、末端の普及員である FEW や

その上司の SMS や BES からは、より長い方が良かったとの意見が多いが、本部の職員

（元カンビア県 DDA を含む）からは、より短い方が良かったとの意見が目立った。 
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2） モデル農民及び女性グループとプロジェクトの関係 
モデル農民及び女性グループとプロジェクトとの関係は良好で、PP や PT で導入した

各種の農業技術も、彼らから好意的に受け入れられた。なお、カウンターパートへの質

問票調査の結果では、PP へのモデル農民の参加度は 5 段階評価で 3.9、PT への女性グル

ープの参加度は 3.3 と、おおむね良好であった。 
女性グループの参加度の方が若干低く評価されているが、女性グループの代表者が

MAFFS-K 職員や専門家と頻繁に接触していることから、彼女が利益を独り占めしている

とメンバーから勘違いされてしまい、メンバーの参加度が低下した時期があったことが

影響している。しかし、プロジェクト側から PT の趣旨は技術の普及であり金銭や物品の

支援ではないことの説明を行うなどをして、誤解は解かれた。その後は大きな問題もな

く活動は順調に進んでいる。 
 

（3） プロジェクトのマネジメント 
1） プロジェクトの実施体制 

実施体制における問題点としては、MAFFS 側の体制が不十分なままプロジェクトが進

められたことが挙げられる。例えば、各専門家に対して個別のカウンターパートが配置

されず、プロジェクトマネジャーである DDA の役割も不明瞭であった。本来ならば

MAFFS によるプロジェクトチームが編成され、専門家はプロジェクトチームへのアドバ

イザーとしての役割を担うはずである。しかしながら、本プロジェクトでは MAFFS 側に

プロジェクトチームは存在せず、専門家が自らプロジェクトの運営管理に携わってきた。

一方で、PP 及び PT レベルでは、各カウンターパートの役割が明確化されたうえで活動

が実施された。 
また、MAFFS とともに RARC もカウンターパート機関ではあったが、プロジェクトの

開始当初、内戦の影響でロクープルにある RARC の施設がほとんど機能しておらず、職

員の大半はフリータウンに退避していた。そのため、実質的にはカウンターパート機関

としてプロジェクトにほとんど参加しておらず、前半に実施したベースライン調査とプ

レ・パイロット・プロジェクトにかかわったのみであった。 
 

2） 定例会議及びステアリング･コミッティの開催 
県レベルでは、2006 年度後半より毎週 1 回の定例会議が開催された。定例会議にはカ

ウンターパートである所長、SMS、BES 及び FEW と専門家が参加し、日常業務の意思決

定を行った。しかしながら、なかにはプロジェクトの運営レベルでの意思決定には参加

できなかったと認識しているカウンターパートもいることから、MAFFS-K 側のプロジェ

クトのオーナーシップは不十分であったと考えられる。また、国家レベルでは、年 2 回

のステアリング･コミッティが開催され、関係者の意見をプロジェクトに反映させてきた。

しかし、2008 年 10 月のステアリング･コミッティでは、その開催頻度を増やすべきとの

意見も出ている。 
 

3） 政権交代とそれに伴うカウンターパートの交代 
プロジェクトの開始後、政権交代とそれに伴う政策変更の影響もあり、事務総長
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（DG）が 1 度、カンビア事務所長（DDA）が 2 度交代している。担当者が交代するたび

に日本型の技術協力の考え方やプロジェクトの基本方針について最初から理解してもら

う必要があったため、このことが MAFFS 側と JICA 側との相互理解に負の影響を与える

こともあった。そのため、MAFFS 本省のプロジェクトへの参加度は低く、MAFFS はロ

ーカルコストの負担すら一切行わなかった。また、MAFFS-K で実際に普及活動に携わっ

ている SMS、BES 及び FEW の人数は十分であったが、彼らの専門分野については、プロ

ジェクトの目的と一致していない例もいくらか見られた。 
 

（4） その他の重要事項 
1） 普及におけるラジオ放送の活用 

本プロジェクトでは、普及員の人数不足を補い効率的に普及を行うため、ラジオ放送

を用いた普及を試みた。対象地域の世帯ではラジオ所有率が約 70％と高いことからその

可能性が見込まれたが、実際、インタビュー調査ではモデル農家と女性グループの全員

がプロジェクトによるラジオ放送を聞いていたと答えている。このような普及方法の導

入は、今後も MAFFS-K の人材や移動能力の不足を補うために有効であり、将来的には大

きなインパクトの可能性を秘めていると考えられる。 
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第 3 章 評価結果 
 
 評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）による合同評価チームの評

価結果を以下に整理した。 
 
３－１ 評価 5 項目による評価 

３－１－１ 妥当性 
以下の理由から、本プロジェクトの妥当性は非常に高いと判断される。 

 
（1） シエラレオネ国の政策との合致 

 本プロジェクトはシエラレオネ国の政策と合致している。プロジェクトの開始当時の

カバ政権及び 2007 年に発足したコロマ政権ともに、農業を国家開発の優先分野のひとつ

に掲げている。また、農業開発計画（Agricultural Development Strategy of 2004）では 2007
年までの食糧自給をめざしていたほか、「貧困削減戦略（SL-PRSP）」においても食糧安全

保障の確立が農業の基本政策となっている。 
 

（2） ターゲットグループのニーズとの合致 
 本プロジェクトは、ターゲットグループのニーズと合致している。カンビア県におい

て大半の住民が農業に従事しており、主食であるコメはほとんどの農民により生産され

ていることから、コメを中心とする食用作物の増産は、カンビア県において最も重要な

課題のひとつである。また、復興支援期においては、国連難民高等弁務官事務所

（UNHCR）等国連機関を中心とする援助機関が独自の実施体制を構築し、住民やコミュ

ニティを直接支援してきた。しかし、治安が回復し開発援助期を迎え、徐々に機能を取

り戻しつつある行政組織の末端組織である県事務所等を整備することは、持続性を考慮

すると妥当である。 
 パイロットプロジェクト（PP）では 7 つの村落を選択したが、これにより県内の 5 つ

の農業生態系を網羅することができ、各農業生態系に対応した農業技術パッケージの検

証を行うことができた。PP 及びパイロット・トライアル（PT）に参加した農民グループ

や女性グループは、各 10～13 人で構成されており、農民へのインタビューではグループ

活動を行うには適正な人数であったとの回答を得られた。PP 及び PT に参加したグルー

プの男女比は適正であったと考えられる。肉体労働が多い PP のグループでは男性 7～8
人と女性 2～3 人、肉体労働が少ない PT の女性グループでは女性 10 人と男性 3 人で構成

されており、実際に農作業を行ううえで適切な比率であったと考えられる。 
 本プロジェクトで作成している技術パッケージでは、低投入による収量増加をめざし

ているため、高価な資材を購入する余裕のない普通の農民にとって導入しやすい内容と

なっている。そのため、PP や PT では農民の積極的な参加が見られた。 
 

（3） 日本の援助政策との合致 
 本プロジェクトは、ターゲットグループのニーズと合致している。わが国の対シエラ

レオネ経済協力方針では、重点協力課題の 1 つに地方農村開発が挙げられており、重点
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地域としてカンビア県に対する支援を展開することとしている。加えて、JICA は、カン

ビア県における地方農村開発を 1 つのプログラムとして扱っており、本プロジェクトと

並行して「カンビア県子供・青年支援調査」「カンビア県給水体制整備プロジェクト」

「カンビア県地域保健改善事業」を実施していることから、これらの相乗効果による人

間の安全保障の確保が期待されている。 
 

３－１－２ 有効性 
以下の理由から、本プロジェクトの有効性は高いと判断される。 

 
（1） プロジェクト目標の達成度 

 プロジェクト目標「カンビア県において農民向け農業支援体制が強化される」は、プ

ロジェクト終了時までに達成される見込みである。 
 プロジェクトにより、MAFFS-K の農業普及活動に必要な資機材が整備され、基礎情報

が収集・蓄積された。加えて、カウンターパートである普及員の能力はベースライン調

査と PP 及び PT の実施を通じた技術移転や、国内外での研修実施により向上しつつある

ことからも、MAFFS-K の技術普及体制が改善されたと判断できる。 
 モデル農民と女性グループに対するインタビューでは、全員が MAFFS-K による農業普

及サービスが改善されたと回答しており、カウンターパートへの質問票調査でも、

MAFFS-K による普及活動の増加度は 5 段階評価で平均 4.2、FEW による普及活動の増加

度は平均 4.6 と、全体に高く評価されている。 
 また、2007 年と 2008 年に実施された PP の結果に基づき、県内にある 5 つの農業生態

系（マングローブ湿地、準マングローブ湿地、IVS、畑地、ボリランド）に対応した農業

技術パッケージ、及び同パッケージの普及方法を含めた農業技術支援ガイドラインが、

プロジェクト終了時までに作成される見込みである。 
 

（2） 成果のプロジェクト目標達成への貢献度 
 成果のプロジェクト目標達成への貢献度は高いと判断される。既に成果 1「MAFFS-K
事務所の農業普及体制の整備改善」は達成されており、成果 2「生産性向上のための農業

技術パッケージが作成される」及び成果 3「農民向け農業技術支援ガイドラインが作成さ

れる」は、プロジェクト終了時までに達成される見込みである。2008 年 2 月に改訂され

た PDM（第 2 版）では、プロジェクト目標達成の指標と成果の内容がほぼ同じであるこ

とから、成果が達成されることにより、プロジェクト目標が達成されたことになると判

断される。 
 

（3） 農業技術パッケージの有効性 
 農業技術パッケージは、プロジェクトの終了時までに最終化される見込みである。同

パッケージでは 5 つの農業生態系におけるコメの増産を主にめざしているが、その他、

コメの収穫後処理技術の改善や乾期における野菜栽培の推進も盛り込む見込みである。 
 同パッケージに含まれる農業技術は低投入で簡単なものであり、技術指導と同時に必

要な資機材を供給したことは、普及員や農民による技術の習得に相乗効果を与えた。彼
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らは、同パッケージに含まれる技術のうち、特に、作物暦の順守、一株数本苗の浅植え

及び時宜を得た除草の有効性が高いと認識している。これらの作業を実践することによ

り、今までの農作業に比べて労働負荷が高くなるものの、収量増加へのインセンティブ

が働くため、現在までのところ、技術は農民から受け入れられている。 
 2007 年の PP では、試験区におけるコメの生産量増加が確認されており、ボリランドを

除く 4 つの農業生態系において、無施肥区であっても収量 1t/ha 以上が達成された。全体

に陸稲に比べて水稲の生産量が多いが、特に Robat 村の準マングローブ湿地では、無施肥

で 2t/ha 以上の収量が達成された。 
 インタビュー調査においても、多くのカウンターパートと農民は PP や PT で導入され

た農業技術を有益と考えていることが確認されている。こうしたことから、プロジェク

トの終了後も、農業技術パッケージが MAFFS-K や農民により広く活用されることが期待

される。 
 

３－１－３ 効率性 
以下の理由から、全体でみると、達成された成果に対して投入は効率的に行われたと判断

される。一方で、いくつかの課題も確認された。 
 

（1） 専門家派遣の適切性 
 インタビュー及び質問票調査の結果から、専門家の人数と専門性は適切であったと判

断される。一方、派遣期間については、カウンターパート及び農民からは短すぎたとの

意見、MAFFS 本部からは長すぎたとの意見も聞かれた。 
 

（2） 機材調達の適切性 
 プロジェクトが開始される前まで MAFFS-K は農業普及に必要な資機材をほとんど所有

していなかった。そのため、プロジェクトが購入したバイク、車両、発電機、オフィス

家具、技術書等は、MAFFS-K の普及能力を高めるために大いに貢献した。また、カウン

ターパートへの質問票調査では、機材調達の適切性は 5 段階評価で 3.6（SMS と BES の

平均）または 4.3（FEW の平均）と、全般に良好な回答が得られた。一方で、バイクがプ

ロジェクト以外の目的に使用されたことや、発電機が購入後すぐに盗難に遭ったことな

ど、機材の維持管理における課題も確認された。 
 

（3） カウンターパート配置の適切性 
 カウンターパートとしては、MAFFS 本部の事務総長（DG）や MAFFS-K の所長

（DDA）のほか、現場レベルでは 5 人の SMS、3 人の BES、7 人の FEW が配置された。

これらのカウンターパートは、ベースライン調査や PP 及び PT の実施にあたっては十分

な人数であったが、各専門家に対しての個別のカウンターパートは配置されず、プロジ

ェクトマネジャーである DDA の役割も不明瞭であった。また本プロジェクトでは

MAFFS 側にプロジェクトチームは存在せず、専門家が自らプロジェクトの運営管理に携

わってきた。 
 カウンターパートに対する質問票調査（自己評価）では、SMS と BES における専門分
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野及び専門能力の適切性は 5 段階評価でともに平均 3.9 と比較的高く評価されている。一

方、専門家の意見はこれとは異なり、カウンターパートの専門分野は必ずしもプロジェ

クトの内容と一致しておらず、特に作物栽培の専門知識をもつ人材が 3 人しかいなかっ

た。そのため、多くのカウンターパートは PP や PT の内容を十分に理解できず、モデル

農家や女性グループに対する指導やモニタリングの実施に支障を与えたこともあった。 
 

（4） コストの適切性 
 プロジェクトの総費用は 3.5 億円であり、3 年間の技術協力プロジェクトとしては一般

的な額だと判断される。一方、MAFFS 側によるローカルコスト負担が一切なかったこと

や、プロジェクト事務所の電化やオフィス家具の整備などはすべて JICA 側の負担により

実施されたことなど、MAFFS 側のオーナーシップが極端に低いものであった。 
 また、資機材の総額が約 3,200 万円と、プロジェクトの総費用の 9％を占めているが、

プロジェクトの開始当初、MAFFS はほとんど何も資機材を所有しておらず、購入された

資機材は MAFFS の能力強化に大きく貢献していることからも、費用対効果でみると良好

であると判断される。 
 

（5） その他の阻害要因 
 農業技術パッケージの内容は、PP 及び PT の実施を通じて検討され、株当たりの苗数

や除草の時期などに関して技術の有効性が確認されたものの、2 年間弱の短い期間では必

要な技術をすべて検証するには至らなかった。したがって、本プロジェクトで作成され

る農業技術のマニュアル、パッケージ及びガイドラインは、プロジェクト終了後も、特

に施肥の量と時期や水管理技術などに関しては、MAFFS や RARC 等の関係機関により補

完されていくことが望ましい。 
 

３－１－４ インパクト 
プロジェクトの実施により以下のようなインパクトが認められている。しかしながら、上

位目標である「カンビア県における食用作物の生産性の向上を通じた食糧安全保障への貢

献」を達成するには至らず、農民へのインタビューでは、コメの収穫前である雨期の後半（7
月～11 月ごろ）には、依然として全員が食料不足に陥っている。近い将来、上位目標を達成

するには、今後も関係者による地道な努力が必要であると判断される。 
 

（1） 上位目標の達成見込み 
 モデル農家や女性グループへのインタビューによると、すべての農民はプロジェクト

により導入された技術を既に試行しており、うち多くの場合は収量の増加や品質の向上

が確認されている。また、無施肥であっても収量が以前より増加している場合が多い。

このように、低投入を基軸とした技術が農民間に普及され続ければ、将来の自給自足の

達成に寄与できると考えられる。 
 一方、2007 年の PP の結果では、施肥を行った場合、収量の増加分からの利益は施肥の

コストを下回っていた。すなわち、施肥を行うことは収益性の面からみると、むしろマ

イナスの効果があった。したがって、今後のコメの生産量増加の達成に向けては、収益
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性を高めるための施肥や水管理の技術を確立させることが重要となってくる。 
 

（2） その他の波及効果 
 PP または PT を実施した Robbenah 村、Sabuya 村及び Makatick 村の農民グループでは、

収穫後処理機械の運営または野菜販売から得た収入から、マイクロクレジットの運用が

開始された。また、新たに農民グループが結成され、プロジェクトにより紹介された技

術を導入している例も見られる等、農民レベルでの活動の波及効果は高いと判断される。 
 

（3） その他の阻害要因 
 カンビア県において、耕作地の土壌肥沃度は全体に低く、肥料の投入なしで作物生産

量の大幅な増加を望むのは難しい。一方、通常の農民にとって化学肥料は非常に高価で

あり、また、家畜が少なく堆肥の作成も困難であることなどから、本プロジェクトでは

無施肥または少量の施肥による収量増加の方法を優先してきた。一方、MAFFS 側は化学

肥料の大量投入に対する関心が非常に高く、本プロジェクトが推進している低投入によ

る作物増産に対しては批判的な意見も出ている。 
 

３－１－５ 自立発展性 
プロジェクトによる効果を持続的にするためには、いくつかの重要な課題が残っており、

特に MAFFS-K の予算や人材の不足を補う必要性が高いと判断される。以下に、自立発展性に

正負の影響を与えると考えられる項目を記した。 
 

（1） 政策レベルにおける農業技術普及の位置づけ 
 現在、同国における農業分野の開発戦略は策定中である。しかし、現時点では食用作

物増産と食糧安全保障の達成方法、及び農業技術普及の位置づけが明確化されていない。

今後、開発戦略のなかでこれらの方法や位置づけが明確になれば、関係者間での目的意

識の共有が可能となり、食糧安全保障の達成に向けた活動が効果的かつ持続的になされ

ることが期待できる。 
 

（2） MAFFS の実施体制の持続性 
 既述のとおり、MAFFS-K の農業技術支援能力は向上したといえる。しかし、プロジェ

クトの終了後もこの状態を維持できるかについては、不安要素が残っている。通常、

JICA の技術協力では、先方政府が実施主体としてカウンターパートの配置とローカルコ

ストの負担を行うことにより、プロジェクトの円滑な実施と自立発展性の向上をめざし

ている。しかしながら、本プロジェクトではカウンターパートの配置が最後まで不明瞭

であっただけでなく、日当やガソリン代を含むローカルコストは一切負担されていない。

このように MAFFS 側のプロジェクトに対するオーナーシップは低く、このままでは、

MAFFS がプロジェクト終了後も同様な活動を今後も継続していくとは考えにくい。 
 また、技術移転を受けたカウンターパートの大半が 50 代以上であり、数年後には定年

を迎えることからも、新たな人材を確保し MAFFS 内部において適切な人材育成を行う必

要がある。なお、地方分権により MAFFS-K は活動を独自に行っているものの、予算と人
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材については本省の決定に委ねられている。MAFFS-K は、本省に提出した 2009 年度の

活動計画のなかに、FEW と農民組織のリーダーに対する作物栽培研修等の予算を計上し

ているが、通例は申請したうち 1/4 程度の予算しか配分されないらしく、今後 MAFFS-K
が自前で研修を実施できるかは不明である。なお、本省では普及部門を Unit から

Division に格上げする予定であり、今後の普及体制の強化が期待される。 
 

（3） MAFFS における農業支援技術の定着 
 プロジェクトが作成している技術パッケージやガイドラインは、MAFFS 本省及び

MAFFS-K にとって最初の技術指針である。今後、これらが有効に活用されれば、職員の

技術力向上が持続的に行われる可能性が高い。質問票調査によると、技術パッケージに

対する期待度の 5 段階評価結果は、SMS と BES の平均で 4.2、FEW の平均で 4.0 と非常

に高い。ガイドラインに対しても同様な結果で、前者の平均が 4.2、後者の平均が 4.3 で

あった。 
 

（4） 農民による農業技術の受入れ 
 本プロジェクトで作成している農業技術パッケージでは、低投入で簡単な技術、すな

わち農民から容易に受け入れられる技術の確立をめざしている。稲作においては、株当

たり苗数の減少により投入が抑えられたほか、適切な時期に除草を行ったことで収量が

増加した。また、野菜栽培においても、摘果や仕立て等により作物の品質が向上してお

り、農民はこれらの技術に対して非常に好意的である。 
 その結果、PP 及び PT に参加した農民の全員が、既にこれらの技術を自分の農地にお

いても導入しているだけでなく、近隣の農民に学んだ技術を伝え始めるなど、農民間普

及も着実に進んでいる。 
 
３－２ 結 論 
 評価 5 項目及びプロジェクトの実施プロセスや達成状況の総合的な評価の結果、プロジェクト

の活動は円滑に実施され、プロジェクト終了までに①MAFFS-K の農業技術普及体制の整備改善、

②コメを主体とした生産性向上のための農業技術パッケージの作成、③農業技術パッケージの普

及方法を含めた農業技術支援ガイドラインの作成を通して、カンビア県において農民向け農業支

援体制が強化されたと結論づけられる。 
 以上のことから、本プロジェクトは計画どおり 2009 年 3 月をもって終了することとする。た

だし、今後も本プロジェクト成果の自立発展性を確保するためには、引き続き MAFFS 本省から

の適切な予算措置及び人員配置がなされることが不可欠である。 
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第 4 章 農業技術パッケージの妥当性 
 
４－１ 主な改良技術の妥当性 

（1） 栽培管理方法 
 RARC、MAFFS-K で開発された既存技術とプロジェクト改良技術（以降、改良技術と呼

ぶ）の主な相違点は、栽培管理方法である。既存技術においては、播種あるいは移植日を基

準とする栽培体系が適用されているが、改良技術においては、稲の生育相を基準とする指針

が示されている。これは異なる品種特性に対応する栽培体系を確立するうえで有効であり、

また生育状態や収量から改善点を明らかにするのに役に立つ。RARC の既存技術はその技術

パッケージにおいて、重点項目は記載されているものの、細部においては欠落している項目

が目立つ。MAFFS-K の既存技術は、本改良技術の原型となっており、本改良技術は既存技

術を補完、適正化したものである。生態系別の栽培管理方法は後述の肥培管理方法を除けば

両者に大きな違いはない。その点から、MAFFS-K の既存技術はある程度の合理性を得てい

ると考えられる。 
 

（2） 肥培管理方法 
 栽培管理方法のなかで最も重点的に改善が加えられたのは肥培管理方法である。既存技術

では、基肥にリン酸を、追肥に窒素を重点的に施用する方法がとられている。一方、改良技

術では、基肥、追肥ともに化成肥料の窒素（追肥は尿素も含む）、リン酸、カリを施用して

いる点で既存技術と異なっている。基肥時期は、両方ともに、移植（播種）時か移植後数週

間である。移植後の苗の健全な活着や根からの養分吸収能力向上を考慮すると、少なくとも

移植前の代かき時に施肥をすることは重要であると思われる。収量形成に大きな影響を与え

る追肥（実肥含む）時期については、既存技術は生態系によって変化はあるものの移植後 4
週間以内が基準である。直播については 6 週間としている。移植後 4 週間以内では極早生を

除いては、幼穂形成に到達しておらず、追肥が穂の成長に十分に貢献しているとは思えない。

一方、改良技術においては、2008 年の実績から、追肥はおおむね幼穂形成期以降減数分裂

期にかけて行われた。これは穎花分化数の増加よりも、必要最小限の穎花数を確保して、退

化籾を減少させる方向に作用していると思われる。さらに、この時期の窒素施用量の減量は、

節間伸長を抑制し倒伏防止に効果がある。以上のことから、改良技術の肥培管理方法の改善

は有益であり、収量向上に寄与することが期待される。 
 

（3） 栽植密度の調整 
 改良技術のもう 1 つの柱である栽植密度の調整は、収量の向上というよりは、健全な生育

を維持するとともに、病気や害虫の発生を軽減するねらいがあると思われる。また、適正な

植え付け様式は、除草作業の効率化にもつながっている。共通して土壌は貧栄養であること

から、ある程度の植え付け本数を確保する必要がある。改良技術の導入によって、農家圃場

では、株当たり 1～2 本の苗を移植している場合があった。対象地域におけるリスク回避の

ためには、株当たり 5 本程度の移植が適正であり、更に検討を加える必要がある。また、株

数/m2 はおおむね 16 程度であったが、株、条間の空間を観察する限りでは、改良技術の指

針より株数をもう少し増加してもよいと思われた。 
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（4） 除草体系 
 その他の主な改善技術として導入されたのは、除草体系である。除草は農薬を使わない限

り、手や簡易機器を使用して行われている。既存技術のマニュアル本においても除草の実践

の重要性は記載されている。しかし、実際には農家はほとんど除草をする習慣がなかったと

推察される。本プロジェクトにおいて、除草作業体系を徹底した結果、以前に比べ稲の生育

は良好になったとの農家の意見を多数聞いた。2008 年の雨期作の除草による収量への効果

は、その結果（2009 年 1 月）を待ってしなければならないが、生育期間中に明らかな効果

が認められることから、本改良技術においても奨励する管理方法のひとつとなるであろう。 
 
 上記のとおり、導入された主な改良技術は対象地域においておおむね適正で妥当であり、該当

技術の導入によって健全な生育の維持や収量向上に貢献することが期待される。 
 ただ、生産性、収益性からみた改良技術の妥当性の評価は、現在収穫期にあるため正確な情報

を得ることができなかった。改良技術に当初目的である「低コスト」「持続性」及び「現地適

応」が反映されているかどうかの判断において、本情報は今後の取り組みにおいても不可欠であ

ることから、早急に取りまとめる必要がある。 
 
４－２ 今後の技術パッケージの検討 

（1） 複合的農業経営の可能性についての検討 
 野菜栽培技術の導入においては、現場観察からは地域レベルでの生産向上にインパクトを

与える水準までは到達しておらず、家庭菜園の様相である。その点から、稲作を補完する作

物・野菜等の適性栽培評価並びに家畜等の利用による複合経営について検討することが重要

である。 
 
（2） 種子生産技術の確立 

 多くの地域・圃場で混種の問題が示された。混種は品質及び収量の低下に影響することか

ら、純粋な種子を確保することが重要である。本プロジェクトの課題の 1 つである、農家圃

場における種子生産の実証はその形跡がない。今後は試験場との関係を含めた十分な検討が

必要であろう。 
 

（3） 改良技術の更なる検討 
 本プロジェクト期間中に改善が図られた肥培管理方法については、生態系のみに対応した

技術にとどまっており、栽培品種の特性に応じた施肥体系を構築する必要がある。その点か

ら、品種適応試験などを実施し、生産制限要因を明らかにして、品種特性の長所を生かした

持続的な肥培管理方法の確立が必要である。 
 
（4） 適性品種の導入 

 プロジェクトにおける実証試験で供試された品種群は主に RARC が中心となって開発さ

れた品種のみであり、West Africa Rice Development Association（WARDA）や International Rice 
Research Institute（IRRI）等の国際機関で育成された有望品種群は導入されていない。幅広

い遺伝資源を供試して、よりパフォーマンスの高い品種を特定していくことが肝心である。 
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第 5 章 提言と教訓 
 

５－１ プロジェクトに係る提言と教訓 

（1） プロジェクト特有の環境 
シエラレオネにおいて 2002 年に国家非常事態が終了し、2003 年から 2005 年にかけて表

明された国家開発計画等にあわせ、本プロジェクトは 2005 年 11 月の R/D 締結により始動

した。シエラレオネにおける内戦後の平和構築及び復興支援への迅速な対応として、開発調

査や事前調査など、通常のプロジェクト形成に伴う準備プロセスが簡略され、在外事務所主

導により実施に向けての時間的短縮が図られたことは、本プロジェクトの特徴としてとらえ

ておかなければならない。 
本プロジェクトは稲作を中心とする農業生産の増収により、食糧の安全保障に寄与し、

併せて農村部における平和の促進につながるものである。コメの収量増加のために、あぜつ

くり、代かき、種子選定、田植え、草取りといった簡単な技術を中核となる農民に研修し、

それを中核農民が他の農民に伝達するという方法だけで、新たな投資を必要としない、いわ

ばゼロインプットでこれだけの成果を上げたことは称賛されるべきものである。 
 

（2） 紛争後の復興段階における開発援助事業の実施に係る問題点及び教訓 
本プロジェクトにおいては、紛争後の復興段階における開発事業として迅速な支援開始

に力点を置いたことに伴い、事業が進捗するに従い当初想定していなかった外部条件等のマ

イナス要因が明らかになった。本来プロジェクト実施前に得られているべき情報がプロジェ

クト開始後のベースライン調査やプロジェクト実施中に判明し、実施計画の立案に調査結果

が十分反映されていないという不合理が生じている。また、ベースライン調査そのものもさ

まざまな阻害要因（カウンターパートの調査経験や分析能力の不足）が遅延を招く結果とな

り、日本人専門家チームに対し予定外の負荷をかけることになった。 
しかしながら、十分な経験を有する日本人専門家チームのたゆまぬ努力があり、結果的

にプロジェクト目標は達成され、平和構築をめざした紛争後の迅速な開発事業としては目的

を達したといえる。また専門家からも、実際に活動を開始してみないと把握できない外部条

件は存在するため、ある程度の想定外の活動は許容できるものであるとの声も聞かれた。 
一方、今後は迅速なプロジェクト立案においても、先方との十分な協議及び必要最低限

の調査が必要であるといえる。特に JICA は他ドナーによる協力と条件が異なることが多い

ため、先方政府の理解を十分得たうえで、必要な協力を求めることが肝要である。 
加えて、プロジェクトの途中段階で、PDM を含めた支援の枠組みを十分な専門性をもっ

て再検討し、変更するポイントを設けておくことが必要である。本プロジェクトにおいては、

専門家からの強い要望を受け PDM を変更したが、2007 年の大統領選挙に伴う政権交代、カ

ウンターパートの人員交代があったこともあり、その内容について先方への説明が不十分で

あった。 
また、本件は民活技プロとして実施され、延べ 9 人、約 70M/M（人・日）の人的投入が

日本側からなされた。ただし、業務調整員の配置が十分に考慮されていないため、結果的に

シエラレオネ・フィールドオフィス及び専門家チームに負荷をかけることとなった。また渡

航回数が多かったため、渡航に要した日数は 3 年間で相当な日数となり、現地滞在日数が限
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られるなか、非効率的であったといわざるを得ない。普及員や農民からの聞き取り調査にお

いても、アドバイスを受けたいときの専門家不在がコメントされており、3 年間の Fast 
Track 型プロジェクトとして専門家の投入方法は適切だったとはいえない。業務調整員の配

置 M/M を含め民活プロジェクトの実施方法を見直す必要がある。 
 

（3） MAFFS-K の脆弱な普及体制 
MAFFS の普及員はこれまでの指摘どおり予算についても人材についても問題があるとい

わざるを得ない。普及員の高齢化が進んでおり（FEW：平均 54.4 歳、SMS/BES：平均 52.6
歳）、また普及員の日当もプロジェクト予算で支払っている。また、普及員の能力の低さが

当初の予想以上で、知識、経験ともに不足しており、加えて普及員は中卒から大卒までおり、

知識、経験のレベルもさまざまである。このような状況から、プロジェクトではプロジェク

トのアシスタントとして独自に人材を雇用し活動を続けてきたが、この点については、

MAFFS をカウンターパートとしていないとしてシエラレオネ政府からの批判があった。 
そもそも、既存の MAFFS からのカウンターパートも日本人専門家の専門分野に一対一で

対応した配置ではなく、その意味ではカウンターパートについての具体的協議や R/D での

記述が不十分だったことは否めない。しかしながら、シエラレオネにおいては、農業大学を

卒業しても就職できない若者が散見されるため、適切に公募を行えば有能な人材を確保する

ことができる旨、専門家からの意見があった。契約雇用であればスタッフも懸命に活動し、

また既存の MAFFS の普及の仕組みとの競争関係が生まれ、これがプロジェクトの実施にポ

ジティブに作用することも考えられる。 
ただ、人件費負担の問題はあるものの、現状を改善するため既存の普及体制の強化とと

もに、普及員を養成するための制度化についても、先方政府との十分な協議が必要であるこ

とは言うまでもない。 
 
（4） カウンターパートのプロジェクトに対する認識 

5 項目評価においては本事業の妥当性が高いと判断されるが、一部のカウンターパート

（MAFFS-K 普及員）及びモデル農民については十分な満足が得られたものの、先方政府本

省レベルからは、プロジェクトのインパクトが小規模であること、日本人専門家の M/M に

係る費用が大きすぎること、シエラレオネ側に適切なカウンターパートを配置し、その給与

や日当、その他ローカルコストについては JICA 側が責任をもつべきであること等が指摘さ

れ、改めて他ドナーによる支援とは違う JICA の技術協力についてのシエラレオネ側の理解

不足が浮き彫りになった。 
本プロジェクトでは、カウンターパートである MAFFS-K の普及員及びモデル農家に対す

る日本人専門家による訓練や日々の直接指導により能力強化が図られ、彼ら自身も JICA の

技術協力を通じた技術力の向上に満足を示している。またそれだけでなく、他の農民もモデ

ル農民から農業技術パッケージの技術を学び、実践し始めている。このことから JICA の技

術協力が対象地域の農民の能力強化、自立的取り組み、持続性の確保に有効であったことは

明白である。 
しかしながらプロジェクト立ち上げ時及び実施段階において、JICA の技術協力について

十分にシエラレオネ政府との協議がなされたかについては疑問が残る。特に本プロジェクト
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が Low Input で実施し、現在の普及員や農民のレベルを確実に向上させる「下からのアプロ

ーチ」が主眼である以上、先方政府機関への十分な説明や理解を求める努力は必要であり、

小さな投入が将来的に大きな成果として発展することを納得させ、シエラレオネ政府の主体

的取り組みを確保することは、継続的になされる必要があった。 
 

（5） 事業実施体制の構築 
本プロジェクトでは、多くのカウンターパートが配置されたにもかかわらず、実施体制

の構築が不十分であった。例えば、プロジェクトマネジャーである DDA はプロジェクトの

運営にほとんど関与せず、各専門家に対するカウンターパートの配置状況も不明瞭なままで

あった。また、MAFFS と RARC がカウンターパートとされていながら、事業開始当初の

RARC はカウンターパートとして機能できる体制になく、また RARC の役割は MAFFS 以上

に不明瞭であった。したがって、シエラレオネ側のオーナーシップの認識が低いままプロジ

ェクトが進められた。これらについては、例えば MAFFS においては、他ドナーの支援同様

プロジェクト予算によって MAFFS 職員を雇用することが MAFFS 側から期待されていたも

のの、それがなされなかったため、MAFFS のカウンターパートとしての認識が低かったこ

と等も理由として挙げられるが、一方で、プロジェクトの開始前及び実施中に JICA の技術

協力についての説明、協議が十分になされなかったことも反省事項として挙げられる。事業

の円滑で効果的な運営を図るため、プロジェクトの開始時には、十分な協議を行い、まず先

方政府側による実施体制を構築するよう努める必要がある。 
 
５－２ 評価結果に基づいた後継案件に係る検討 

 本プロジェクト実施を通じて、生態系の違いによらない基本的な栽培技術のプロトタイプが作

成されたといえる。本プロトタイプは MAFFS の既存の耕種基準ともほぼ合致しており、有効性

はほぼ検証されたといえる。これらのプロトタイプは、プロジェクト終了時までにマニュアルに

まとめられる。また、パイロットプロジェクトの実施によって、同プロトタイプは農民にとって

導入の難しくない低投入かつ簡易な技術であり、かつその有効性も農民に認められることが明ら

かになった。したがって後継事業では、既存の MAFFS の普及体制の強化はもちろんのこと、プ

ロジェクトでの独自の普及のためのファシリテーターの確保等も含め、これら技術の普及体制の

確立が必須である。 
加えて、課題が明らかになった施肥を含めた土壌肥沃度向上のための技術開発や稲の品種改

良等の活動については、RARC との連携が考えられる。ただし、RARC との協働に際しては、活

動費確保及び施設改修の面から多大な投入が必要と考えられる。シエラレオネ政府により改修計

画が進められているが、今後更に詳細を確認する必要がある。研究者等人材については、一定水

準以上のレベルであるため、分野によって日本人専門家の適切な協力の下でプロジェクトへの大

きな貢献が期待できると考えられる。しかしながら、人材の高齢化は RARC においても深刻な

ため、若い人材の育成のシステムを導入しないと持続性は確保できない。 
 普及体制の強化についても、MAFFS-K の体制は依然脆弱であり、何より普及員を含め職員の

高齢化が一番の課題である。これについては、先方政府も現状は不十分と認識しており、カウン

ターパートの役割を十分に定めたうえで、適切な人材配置をしていく意欲は見られた。ただし、

これはシエラレオネにおける他ドナーによるプロジェクトに一般に見られるように、公務員をプ
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ロジェクトで雇用する形態であるため、JICA としては引き続き協議・説明が必要である。 
 以上の点も含め、そもそも中央レベルにて日本の協力内容・方針に対する理解が依然低いこと

は、今後協力を続けていくうえで早急に取り組んでいかなくてはならない課題である。日本人専

門家の派遣に係る費用が高いことについても先方から指摘があり、技術協力は日本人専門家が先

方カウンターパートと協働して行うものであることを理解してもらう必要がある。なお、本プロ

ジェクトで取り組んでいる農業技術パッケージに対しても、内容は MAFFS 既存のものであり、

不足しているのは普及に必要な予算と移動手段という発言も聞かれた。 
 後継案件の開始時期については、実施体制を考えると切れ目なく協力を進めることが得策とは

思われるが、先方政府の理解を得るまでは、引き続き協議を並行しながら、国別稲作開発戦略

（National Rice Development Strategy：NRDS）策定等先方がオーナーシップをとる形態をとり、

実施体制及び能力レベルを向上させ、協力体制を構築していくことも考えられる。その際、

JICA が同策定プロセスを技術的にサポートし、日本による支援の有効性を証明していくことが

必要である。 
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（1）シエラレオネ側 
【農業森林食糧安全保障省（MAFFS）本省】 

Dr. Joseph Sam Sesay Minister 
Mr. Francis A. R Sankoh Director General (DG) 
Mr. Amara Idara Sheriff Director, PEMSD 
Mr. Joseph S. Bangura Assistant Director, PEMSD 
Mr. Ben A Massaquoi National Extension Coordinator 
Mr. Birma S Mansaray Deputy Director of Crops, Crop Division 
Mr. Abdul Rahman Kamel National SPFS Facilitator, Operation Feed the Nation 
Mr. Amadu Sheriff Administration Finance, Operation Feed the Nation 

  
【シエラレオネ農業研究所（SLARI）】 

Dr. Abdulai Jalloh Acting Director General 
Mr. Mohamed Mansarray Senior Researcher 

  
【カンビア県議会】 

Mr. Sankoh Chairman 
Mr. Ali Fofona Deputy Chief Administrator 

  
【農業森林食糧安全保障省カンビア県事務所（MAFFS-K）】 

Mr. Brima A Kanu District Director of Agriculture (DDA) 
Mr. Sayo Tarawalli Subject Matter Specialist (SMS), Crop Management Division 
Mr. Fomba K.James Subject Matter Specialist (SMS), Forestry Division 
Mr. S.I.Turay Subject Matter Specialist (SMS), Monitoring and Evaluation Division
Mr. Salamu Saidu Subject Matter Specialist (SMS), Livestock Division 
Mr. A.B.S.Kabba  Subject Matter Specialist (SMS), Land and Water Development 

Division (LWDD) 
Mr. Idriss Foana Block Extension Supervisor (BES), Crop Management Division 
Mr. E.E.Bangura  Block Extension Supervisor (BES), Crop Management Division 
Mr. Muminie Bangura Block Extension Supervisor (BES), Crop Management Division 
Mr. R.J.F. Gbla Frontline Extension Worker (FEW), Crop Management Division 
Mr. S.S.Kamara  Frontline Extension Worker (FEW), Crop Management Division 
Mr. Joseph Sesay Frontline Extension Worker (FEW), Crop Management Division 
Mr. F.B.Sei Frontline Extension Worker (FEW), Crop Management Division 
Mr. D.M.Kamara Frontline Extension Worker (FEW), Crop Management Division 
Mr. B.K.Mansaray Frontline Extension Worker (FEW), Crop Management Division 
Mr. J.M.Pessima Frontline Extension Worker (FEW), Crop Management Division 
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【ロクープル農業研究所（RARC）】 
Dr. Dennis Taylar Research Scientist 
Mr. A. S. Ngaujah Research Officer 
Mr. Nazir A. Mahmood Research Officer 
Mr. Henry M. S. Kiper Research Officer 
Mr. B. A. K. Kamara Research Officer 
Mr. Samuel S. Hardif Research Officer 
Mr. A. B. Conteh Farm Manager 
Dr. Rajbir S. Sangwan Director, Laboratoire AEB, Universite de Picardie 

  
【国連食糧農業機関（FAO）】 

Dr. Kevin D. Gallagher FAO Representative 
  

【国連開発計画（UNDP）】 
Ms. Tanzila Sankoh Decentralization Specialist for Agriculture 

（元 UNDP Agricultural Business Unit (ABU) 担当） 
Mr. Ali Sesay Judicial Specialist 

（UNDP 前 Governance Unit ABU 担当） 
  

【世界銀行】 
Mr. Gharles 
Annor-Frempong 

Senior Agricultural Specialist 

  
【Agricultural Sector Rehabilitation Project (ASREP)】 

Mr. Winston G Williams Deputy Financial Controller, Joint Programme Portfolio Coordination 
Unit 

【農民グループ】  
モデル農家 20 人  パイロット事業実施地区（Robennah 村） 
モデル農家 8 人 パイロット事業実施地区（Sabuya 村） 
モデル農家 10 人 パイロット事業実施地区（Kalintin 村） 
モデル農家 10 人 パイロット事業実施地区（Macoth 村） 
モデル農家 8 人 パイロット事業実施地区（Robat 村） 

  
【女性グループ】 

グループメンバー10 人 パイロット･トライアル実施地区（Mathon 村） 
グループメンバー8 人 パイロット･トライアル実施地区（Makatick 村） 
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（2）日本側 
【JICA シエラレオネ・フィールドオフィス】 

小林 英里子 企画調査員、シエラレオネ・フィールドオフィス 
佐野 明平 企画調査員、シエラレオネ・フィールドオフィス 

  
【プロジェクト専門家】 

溝辺 哲夫 総括/農業開発/流通・マーケティング 
君島 崇 副総括/普及/農民組織化 
山口 淳一 作物栽培指導（1） 
原田 淳之輔 作物栽培指導（2） 
井上 晴喜 収穫後処理 
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